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ポーランドにおける「過去の清算」の一断面
――2007年の憲法法廷「浄化」判決をめぐって――
小 森 田 秋 夫
はじめに―本稿の課題
１．前史
２．?法と公正」政権と浄化
３．憲法訴訟
おわりに―小括と展望
はじめに 本稿の課題
?過去の清算〔rozliczenie przesz os?ci〕」とは何か?
旧東欧諸国は、1989年を転機として、政治的には一党制ないしそれと機
能的にほぼ等価なヘゲモニー政党制のもとでの権威主義的システムから
の、経済的には国家的所有優位の指令的計画経済システムからの転換を図
り、政治的民主主義と資本主義的市場経済とを組み合わせた新たなシステ
ムの構築を―それらに付随するさまざま困難や国ごとの肌合いの相違をと
もないながら―基本的に達成した。体制転換と呼ばれるこの出来事そのも
のが、過去の政治=経済システムが清算されたことを意味している。
だが、ここで言う「過去の清算」とは、そのことを指すのではない。そ
れは、旧体制が単に克服の対象であるだけではなく、何らかの意味で“不
127
法”なものであったという認識と不可分に結びついた、特殊な含意をもっ
て語られる「過去の清算」である。より具体的に言えば、少なくとも次の
３つの論点が存在
(１)
する。
第１は、旧体制のもとで行なわれた個別具体的な抑圧行為に対する責任
の追及である。ポーランドについて言えば、最大の問題は、1980年８月を
基点とする『連帯』運動に対する応答として81年12月に実行された戒厳令
の導入とそのもとでの抑圧に対する責任の追及であり、追及の対象となっ
ているのは、何よりもポーランド統一労働者党第一書記兼閣僚会議議長兼
国防相の地位にあったW.ヤルゼルスキ将軍である。追及の場となってき
たのは、ヤルゼルスキ自身のもとで戒厳令下の82年に制度化された国家の
高官の憲法責任を問う「国事法廷」や、本稿において語られるストーリー
の主要なアクターのひとつである「国民記憶機構」の検察官による訴追を
受けた刑事訴訟であるが、前者については96年に手続が打切られ、2008年
に開始された後者は、なお継続中である。問われているのは、国会の会期
中に国家評議会布告によって導入された戒厳令の合憲性といった法
・
的
・
評価
だけでなく、何よりも当時の国内外情勢のもとで選択された戒厳令導入と
いう措置の政
・
治
・
的
・
評価で
(２)
あり、さらには、のちに体制側の最高責任者とし
て反対派側との「円卓会議」を実現させ、結果として平和的な体制転換に
道を拓いたことを含む、ヤルゼルスキという一政治家に対する歴
・
史
・
的
・
評価
であり、問題は裁判という枠組みには収まりきれない広がりをもってい
る。
第２は、旧体制を政治的に担っていた指導=支配政党であるポーランド
(１) 戦後政権の初期に国有化された財産の返還を意味する「再私有化」も、「過去
の清算」をめぐる論点のひとつと考えてよい。問題の所在については、小森田「再
私有化の論理と心理―?過去の清算>と?未来の形成>とのあいだ」『法学セミナー』
440号、1991年を参照。
(２) ヤルゼルスキ自身は、戒厳令に対する責任を認めながら、それはソ連の軍事介
入という最悪の事態を回避するための「よりましな悪〔mniejsze z o〕」であった、
と一貫して主張している。
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統一労働者党の党員、少なくとも一定のランク以上の幹部に対する集
・
団
・
的
・
な
・
責任追及、具体的には一定期間の公職追放である。しかし、「非共産化
〔dekomunizacja,
(３)
decommunization〕」と呼ばれるこの措置は、政権側と
反対派側との政治的妥協をつうじて政治的転換が実現されたというプロセ
スの特性と、統一労働者党の事実上の後継政党が新しい議会制民主主義の
システムに適応しただけではなく、93年には政権の座に就くことに成功し
たという事実とによって、比較的早い段階で現実性を失っている。
第３は、旧体制の権威主義的メカニズムを支えるもっとも重要な武器の
ひとつであった国家保安機関の旧職員およびその協力者の開示ないし責任
追及を意味する「浄化〔lustracja, lustration〕」である。浄化とは、過
・
去
・
の清算であると同時に、現
・
在
・
の政治と深く結びついた行為であり、過去と
現在、法と倫理をどのように関連づけるべきかという問題を提起する。ま
た、浄化と不可分な問題として、国家保安機関が秘密協力者を徴募しつつ
蒐集した、被監視者についての情報を記録した（とされる）膨大な文書の
扱いがある。それらの文書は、旧体制下の現実に迫るための歴
・
史
・
資
・
料
・
であ
ると同時に、浄化の証
・
拠
・
としても現われる。そこには、国家保安機関職員
と協力者と被監視者というそれぞれの役割において現われる膨大な数の人
びとの織りなす多様な関係、加
・
害
・
者
・
対被
・
害
・
者
・
という二分法には収まりきら
ない複雑な関係が隠されており、それらの文書の信用性をどう評価するか
という問題を伴いながら、それへのアクセスと開示をめぐる対立を引き起
こす。その意味で、浄化は、「過去の清算」をめぐる諸論点のうちで、も
っとも入り組んだ問題性格を帯びた特殊な社会現象である、と言ってよ
い。
ポーランドにおいて、浄化は20年に及ぶ論争の対象であり続けている。
幾たびか立法化がなされ、憲法法廷（憲法裁判所）において繰り返しその
合憲性が争われてきた。本稿は、2007年５月11日の判決に帰結した憲法訴
(３) ?非共産化」という言葉には、別の意味が付与されることもある。
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訟を、この国の浄化の歴史におけるひとつの集約点としてとらえ、それに
至る経緯とこの訴訟の帰結を検討することをつうじて、浄化という複雑な
社会現象の孕む問題性に迫ることを課題とする。この憲法訴訟に焦点を当
てるのは、第１に、それまでの判決を集約しつつ、浄化に対する憲法法廷
の見解を acquis
(４)
constitutionelとして定式化することが試みられたからで
あり、とはいえ第２に、かつてなく多数の少数意見が付けられたことに示
されるように、憲法法廷内部の深刻な分岐が顕在化したからであり、第３
に、浄化についての憲法判断を行なう裁判官自身の浄化問題が提起される
という、特異な経緯をたどったからである。
１．前 史
１）「マチェレヴィチ=リスト」事件
(１) ?太い線」
1989年、第２次世界大戦の終了とともにヤルタ体制のもとで始まったポ
ーランド人民共和国〔PRL〕の歴史が終わり、のちに「第三共
(５)
和国」と
呼ばれることになるポーランド現代史の新しい段階の幕が開いた。
この１年の政治史は、統一労働者党〔PZPR〕政権側と『連帯』を中心
とする反対派側との「円卓会議」（２月～４月）に始まり、「円卓会議」合
意にもとづく部分的自由選挙（６月）における『連帯』派の事実上の勝利
を経て、T.マゾヴィェツキを首班とする『連帯』主導政府の成立（９月）
に至る劇的な経緯をたど
(６)
った。マゾヴィェツキ政府の成立は、PZPR政
(４) EU法における acquis communautaireに倣って、憲法法廷の判決の成果を集
約したものを指す言葉として用いられている。
(５) 17世紀後半から1795年までの「第一共和国」、1918年から45年（実質的には39
年）までの「第二共和国」に続く命名法で、PRL期を「共和国」の歴史から除外
するという含意がある。
(６) 1989年の政治過程については、簡単ながら小森田「ポーランドの民主化―プロ
セス・制度化・課題」羽場久美子・溝端佐登史編『ロシア・拡大 EU』ミネルヴァ
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権の存続を当面は前提としたうえで反対派を野党として公式の政治システ
ムに組み込むという「円卓会議」における政治エリート間の妥協が、６月
の選挙によって示された政権に対する不信任という国民の意思を前に乗り
越えられたことを意味した。しかし、この内閣が内相・国防相など枢要な
ポストに PZPR側の幹部を配置する大
・
連立政府として成立したことに示
されているように、ポーランドにおける体制転換を特徴づける“妥協”と
いう契機がこの段階でも消え去ったわけではないことにも注意しなければ
ならない。
８月24日、国会によって首相に指名されたマゾヴィェツキは、演説の中
で次のように述べた。「われわれは過去に太い線〔gruba linia〕を引く。
われわれは、今の破綻状態からポーランドを救い出すためにわれわれが行
なったことにだけ責任を負うだろう」、と。もともと「太い線」という言
葉は、新政府が過去の遺産による影響を受けざるをえないとしても、それ
には責任を負わないという一節に続くものであり、古い時代と絶縁した新
しい時代が始まるという事実を強調したものに過ぎなか
(７)
った。しかし、翌
90年、『連帯』労組議長 L.ヴァウェンサ（ワレサ）によって、旧体制を象
徴するヤルゼルスキ大統領を退けて新しい大統領を選出することをめざす
動きが開始され、『連帯』派がヴァウェンサ支持派とマゾヴィェツキ支持
派とに分裂するという状況の中で、「太い線〔gruba kreska〕」という言
葉は、旧体制の流れを汲む勢力（「ポスト共産主義者」）に対して過度に寛
容な態度を象徴するものとして読み替えられ、浄化をめぐる論争という文
脈の中に投げ込まれていった。
90年４月、内務省保安局〔S u･zba Bezpieczen?stwa,SB〕が廃止され、
代わって、国家擁護庁〔UOP〕が設置さ
(８)
れた。旧公安職員の一部は、個
別的審査を経てUOPに採用された。この時にあたって、メディアでは、
書房、2011年を参照。
(７) A.Dudek,Historia polityczna Polski 1989 -2005,Krako?w,2007,s.55.
(８) Dz.U.nr30,poz.180.
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シタージの文書が反対派の手に掌握された東ドイツにおける事態の展開を
睨みながら、行政・メディア・政党・経済・学界にいる旧公安職員につい
ての情報を集めるという形で国家の粛清に着手することを求める主張が現
われている。しかし、ヤルゼルスキの片腕 Cz.キシチャク内相のもとで
『連帯』派の次官として送り込まれたK.コズウォフスキ（のちの内相）
は、国家保安機関によって痛めつけられ貶められた人びとが、それとの接
触をおおやけにされることによってもう一度どん底に突き落とされるとし
たら、自殺の波を引き起こすことになるだろう、誰が積極的な協力者であ
り、誰が脅迫された結果として密告したのかを異論の余地なく立証するこ
とは不可能だ、と語って
(９)
いる。
(２) ?マチェレヴィチ=リスト」
コズウォフスキの発言に示されるような空気を打破すべく、浄化の最初
の試みが行なわれたのは、91年10月の完全自由選挙の結果として成立した
J.オルシェフスキ政府のもとにおいてであった。旧体制下で政治犯の弁
護を務めた経歴をもつ弁護士のオルシェフスキは、「非共産化」というス
ローガンを掲げて人的な側面でも旧体制との断絶を徹底することを主張す
るカチンスキ兄弟らの中道連合〔PC〕に属していた。92年５月28日、国
会は、マチェレヴィチ内相（キリスト教国民連合）と事前に打ち合わせた
現実政策同盟の提案にもとづいて、1945～90年に公安機関に協力し、現在
公職に就いている者についての完全な情報を与えるよう内相に義務づける
決議を採択した。県知事から大臣までの国家公務員、上下両院議員、裁判
官、検察官、弁護士、地方議員らについて最高６ヵ月以内に情報を提出す
べきこととされ、この期間内に内相が審査しなければならないのは、およ
そ7，700名に達すると言われた。６月４日、内相は、公安機関の協力者だ
ったとされる議員と高官のリスト（80名以上と言われる）を議会各会派と
大統領・首相らに送付した。いわゆる「マチェレヴィチ=リスト」である。
(９) P.Grzelak, Wojna o lustrac ,Warszawa,2005,s.20.
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国会議長をはじめリストに載せられていると名乗りを挙げた人びとは、そ
れぞれ事実無根を主張したり、公安機関との接触があったことは認めたも
のの、具体的な協力はなかったと釈明したりした。ヴァウェンサ大統領は
「いわゆる浄化行動が不意に始められた。捏造された資料がかなりある。
政治的恐喝を可能にするやり方がとられている」と声明し、政府不信任を
国会に提案
(10)
した。国会は、その日のうちにオルシェフスキ政府の不信任を
議決
(11)
した。
もともとオルシェフスキ政府は、経済政策をめぐる対立から連立の組み
換えを模索していたものの不調に終わり、行き詰まりに陥っていたところ
であった。マチェレヴィチの浄化行動は、そのような政府にとどめを刺す
きっかけを与えたのである。オルシェフスキは、2009年６月４日に行なわ
れた「ポーランド人民共和国と第三共和国とのあいだ―転換の20年」と題
する会議において、「２つの６月４日」に触れながら、「ポーランド人民共
和国の枠組みの中で民主的国家を建設する」という構想に「独立国家の政
治的・道徳的連
(12)
続性の原則にもとづいて主権的共和国を復興する」という
構想を対置し、89年６月４日の選挙が示した国民の意思に反して前者をめ
ざした先行する政府とは異なり、後者の構想を実現しようとした彼の政府
のプロジェクトが敗北した日として92年６月４日を位置づけている。浄化
(10) ヴァウェンサは5．28決議の対象ではなく、したがって「マチェレヴィチ=リス
ト」には含まれていなかったが、彼が「ボレク〔Bolek〕」なる暗号名をもつ秘密
協力者だったとする主張がこの頃から現われ、一部の勢力による反ヴァウェンサ行
動が折に触れて展開されるようになる。ヴァウェンサ自身は、グダンスクのレーニ
ン造船所の電気工であったときに1970年の「一二月事件」（物価値上げ反対行動）
に関与したため公安当局の接触を受け、ある種の文書に署名したことは認めている
が、秘密協力者であったことは否定している。
(11) 小森田「正義か復讐か、脅威の除去かじゃま者の排除か―『浄化法』で問われ
るポーランド政治の質」『法学セミナー』456号、1992年、14頁を参照。
(12) ここで言う連続性とは、独立国家ではない PRLを跳び越えた「第二共和国」
との連続性であり、PRLとの連続性を断ち切れていない「第三共和国」は厳しく
批判されている。
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を口実としたオルシェフスキ政府打倒の背後にあった真の問題はこの２つ
の国家構想の対立であった、というので
(13)
ある。
(３) 憲法法廷の違憲判決
６月６日、国会は、マチェレヴィチ内相が5．28決議をどのように執行し
たかを調査する特別委員会を設置した。また、討論抜きで行なわれた5．28
決議の採決に加わらなかった野党の議員グループは、決議の憲法適合性審
査を憲法法廷に申立てていた。
６月19日、憲法法廷は、5．28決議を違憲とする
(14)
判決を下した。①決議
は、市民の権利の領域に介入することを内相に強いるものであるが、市民
の権利は法律によってのみ規制される、②決議は、いかなる情報を、誰に
対して、いかなる方法で開示すべきかを特定していない、③内務省によっ
て提供される情報の信憑性をコントロールするいかなる可能性も与えてい
ない、④国家擁護庁法・警察法・国家秘密保護法に反している、⑤「特別
な社会的意義」をもつ決議については２読会制を定めている国会規則に反
する方法で（１読会で、しかも討論ぬきで）採択されたことを指摘し、決議
は民主的法治国家の原則を犯し、「人間の尊厳に脅威を与え、人間の個人
的利益の侵害を許している」ものであり、これをさらに執行し続けること
は「関係者の個人的利益の取り返しのつかない侵害」をもたらす、と判断
したのである。
(４) 浄化法制定の試みの挫折
マチェレヴィチによるいわば「粗野な浄化〔dzika lustracja〕」の試み
の破綻を受けて、議会は、法律にもとづいて制度化された浄化に向けた動
きを開始した。92年７月、５つの会派と上院が、あい次いで法案を提出し
たので
(15)
ある。論点は多岐にわたっていたが、最大の争点は、公職からの排
(13) J.Olszewski,Podwo?jne znaczenie daty4czerwca w III RP,w:B.Jusiak
（red.),Racja stanu. Janowi Olszewskiemu,Poznan?,2011,s.13-14.
(14) U.6/92.
(15) Druk nr386,394,399,406,417,423.
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除の対象を旧公安機関職員およびその秘密協力者に限定する（「浄化」）
か、旧 PZPRの各級幹部にまで拡大する（「非共産化」）か、ということで
あった。
92年９月に行なわれた国会の第１読会においては、浄化だけではなく非
共産化も必要だとする立場、浄化の必要性は認めるが非共産化は否定する
立場、浄化・非共産化に潜む政治的意図を衝くことによってこれを拒否し
ようとする立場が鋭く対立した。第１の立場によれば、「円卓会議」で共
産主義者と妥協してしまった結果、責め苦を与えた者とその被害者とが大
道で平穏にすれ違うというような文明国では考えられないことが起こって
いる。『連帯』が統治しているというのは間違いであり、実際には PZPR
と公安機関のネットワークが統治し続けている。したがって、浄化と非共
産化によってこそ、新旧の経済エリートを結びつけている非公式な構造を
断ち切り、彼らが腐敗によって改革に泥を塗るのを防ぐことができるの
だ、と
(16)
いう。第２の立場によれば、「マチェレヴィチ=リスト」事件が示し
たのは、浄化がいかに悲しく希望のない課題であるかということである
が、始めてしまったことはやり通すほかはない。しかし、集団的責任とい
う論理にもとづく非共産化は、81年12月の戒厳令の直後に PZPRと縁を
切った人たちを政治生活から排除してしまうことになるだけではなく、旧
党員をいっせいに排除することにより、軍をはじめ彼らに代わる要員をた
だちには準備することのできない分野では、困難が生じざるをえない。
『連帯』派の中にも存在した第３の立場に立つ者たちは、浄化・非共産化
とは、左翼を政治生活から排除しようとする右翼の野蛮な行動であるだけ
ではなく、現実の社会=経済問題に対する自分たちの無力さを隠すために、
国の状況が悪いのは、過去と結びついた人びとを片づけていないからだと
して問題を逸らす試みに他ならない、と主張した。長時間にわたる審議の
(16) このような立場をとった政党のひとつはカチンスキらの PCであるが、後述す
るように、のちに「第四共和国」の建設を唱える「法と公正〔PiS〕」の現実認識
が、この段階ですでに姿を現わしているのを見て取ることができる。
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末、国会は６法案すべてを委員会に付託することを僅差で決定
(17)
した。
しかし、著しい小党分裂を特徴としたこの国会は、93年５月末、予算部
門労働者の賃金をめぐって、『連帯』労組の要求を背景に、『連帯』議会ク
ラブなどが提出した『連帯』系のH.スホツカ政府に対する不信任案が可
決されたのを受けて、ヴァウェンサ大統領によって解散させられた。これ
によって、浄化・非共産化問題も未決着のままに終わったのである。
ただし、これに先立つ５月27日、国会は、国会議員候補者に対して、旧
公安機関の職員または秘密協力者であったか否かについての声明を提出す
ることを義務づける改正を選挙法に加えていた。もっとも、A.ミルチャ
ノフスキ内相は、国家秘密にかんする規定を根拠に、内務省は声明が正し
いか否かについて審査することはない、と述べて
(18)
いる。また、選挙の有効
性について最終的に判断する権限をもった最高裁判所のA.ストシェムボ
シ長官による「候補者による正しくない声明の提出は、選挙の有効性に対
する異議申立ての根拠となりうるか」という質問に対して、憲法法廷は、
虚偽の声明の提出は「道徳的・政治的に非難されるべきもの」であるとは
いえ、異議申立ての根拠とはならない、という解釈決議を行なった（７月
(19)
14日）。
２）第一次浄化法
(１) 浄化法の制定
93年９月の議会選挙の結果、PZPRの解散を受けて90年１月に結成さ
れたポーランド共和国社会民主主義〔SdRP〕を中核とする選挙連合であ
る民主左翼同盟〔
(20)
SLD〕が第１党となり、PZPRの「同盟政党」であっ
た統一農民党の後身であるポーランド農民党〔PSL〕とともに連立政府
(17) 小森田「正義か復讐か、脅威の除去かじゃま者の排除か」15頁を参照。
(18) Grzelak,op. cit.,s.90.
(19) W.5/93.
(20) SLDは、99年に選挙連合から政党へと改組される。
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を構成した。いわゆる「ポスト共産主義者」の復権をもたらした有権者の
行為によって、非共産化は事実上否定されたのである。
浄化について言えば、野党各党は、浄化をめざす法案を新しい議会にそ
れぞれ提出し、SLDリーダーのA.クファシニェフスキも、何らかの形で
浄化問題を解決する必要性を認める発言を行なっていた。だが、議会にお
いて優位を占める SLDが94年６月に提出した「若干の国家的地位に従事
する事前条件についての法律
(21)
」案は、浄化そのものを正面から行なおうと
するものではなか
(22)
った。
95年11月、大統領選挙の決選投票において、現職のヴァウェンサを破っ
てクファシニェフスキが当選した。ところが、退任するヴァウェンサに近
いミルチャノフスキ内相が、首相の J.オレクスィ（SLD）はロシアのス
パイであると告発し、辞任に追い込むという事件が同年12月に発生した
（「オリン事件」）。ワルシャワ軍管区検察庁による
(23)
調査の結果、オレクスィ
の嫌疑は晴れ、政治的にカムバックすることになるが、この事件を契機
に、浄化問題が改めて政治日程に上ることになる。重要なのは、野党各党
だけではなく、SLD出身のクファシニェフスキ大統領が浄化に取り組む
姿勢を示したことであった。また、96年６月に、欧州評議会議員会議が、
「旧共産主義的全体主義体制の遺産を解体する手段についての決議」第10
(24)
96号を採択し、浄化についての“欧州スタンダード”を示したことも重要
であった。
96年８月、国会は第一読会を行ない、大統領が提出した「公的信頼委員
(21) Druk nr499.
(22) Grzelak,op. cit.,s.91-105.
(23) Centrum Informacyjne Rz  u,Bia a Ksi  a. Akta s?ledztwa prowadzonego
 
przez Prokuratur  Warszawskiego Okr gu Wojskowego w Warszawie w sprawie
 
wniosko?w Ministra Spraw Wewn trzynych z dnia 19.12.1995 r.i 16.01.1996
 
r.(sygnatura akt PoSl 1/96),Warszawa,1996.
(24) http://assembly.coe.int/main.asp?Link＝/documents/adoptedtext/ta96/
eres1096.htm.
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会」
(25)
法案、野党の提出した「1944～89年における国家保安機関の職員およ
び秘密協力者についての情報の分離・保存・開示についての法律
(26)
」案、
「公的職務を遂行する者の1944～90年における国家保安機関での活動また
はそれとの協力の開示についての法律
(27)
」案など３法案および SLDが94年
６月に提出した上記の法案を、特別委員会に付託した。特別委員会におけ
る一本化作業を経て、国会が「公的職務を遂行する者の1944年～90年にお
ける国家保安機関での活動もしくは勤務またはそれらの機関との協力の開
示についての法律」（以下、協力開示法）を賛成214、反対162、保留16で可
決したのは、97年４月11日のことであ
(28)
った。与党第１党の SLDは反対し
たが、連立与党 PSLの議員の大半が賛成に回ったことが、野党案を基礎
とした法律の成立を可能にした。上院は無修正でこれを受け入れ、いくつ
かの点で批判をもっていたクファシニェフスキ大統領も、これに署名
(29)
した。第一次浄化法となる協力開示法は、以下のような内容のものであっ
た。
?公的職務を遂行する者」は、1944年７月22日から90年５月10日までの
期間の「国家保安機関」における活動もしくは勤務またはそれらの機関と
「協力」したか否かについての声明を、公職への立候補または就任への同
意を表明した時に、しかるべき機関に提出する。「公的職務を遂行する者」
とは、大統領・国会議員・上院議員、大統領・国会・国会幹部会・上院・
閣僚会議議長によって指導的ポストに任命されまたは選出された者、中央
省庁および県知事府の総務局長、裁判官、検察官、ポーランド=テレビと
ポーランド=ラジオの監査役会員・取締役会員・番組部長などを指す。「国
家保安機関」とは、ポーランド国民解放委員会公安庁に始まる一連の公安
(25) Druk nr1513.
(26) Druk nr1534.
(27) Druk nr1582.
(28) 表決結果を含む法案審議の経過については、ポーランド国会のウェブサイト
（http://www.sejm.gov.pl/）内の情報による（以下同じ）。
(29) Dz.U.nr70,poz.443.
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機関および同様な任務をもった外国の文民および軍の機関を指す。「協力」
とは、秘密情報員または情報獲得のさいの助力者としての、自覚的かつ秘
密の協力を意味する。声明のうち、法定された様式にもとづいて協力の有
無を表明している部分は、遅滞なく官報「モニトル=ポルスキ」において
公知される。
声明が真実に適合しているか否かについて判決する裁判所として、ワル
シャワ控訴裁判所に浄化問題部（機能的な意味で「浄化裁判所」と呼ばれる）
が設置される。浄化裁判所は、控訴裁判所・県裁判所の裁判官総会によっ
て選ばれた裁判官の中から全国裁判評議会によって指名された裁判官21名
によって構成される。最高裁長官は、浄化手続において検察官に相当する
権限をもつ「公益弁務官〔Rzecznik Interesu Publicznego〕」を、裁判官
となる資格をもつ者の中から任命する。「真実に合致しない声明が提出さ
れた可能性」があるとき、公益弁務官が提訴し、浄化裁判所が審理する
（二審制）。非浄化者が偽りの声明を提出した事実を確認する確定判決は、
しかるべき法律によって定められた、公的職務を遂行するために不可欠な
道徳的資格の喪失と同視される。大統領候補者は候補者リストから削除さ
れ、国会議員・上院議員候補者の声明の審査は当選した場合にのみ行なわ
れて、真実に合致しない声明を提出したことが確認されたときは失格とな
る。国家保安機関と協力するさい、本人または近親者の生命または健康の
喪失の恐れから強制されて行動したことが確認されたときは、この事実が
判決に記載される。10年後には、判決はなかったものと見なされる。
SLDの議員グループは、このような内容をもつ協力開示法の憲法適合
性の審査を憲法法廷に求
(30)
めた。
ところが、各地の控訴裁判所・県裁判所の裁判官総会によって選ばれる
べき裁判官が所定の21名に達せず（最終的には１名だけ不足）、浄化を始動
(30) 申立ては97年７月に提出されたが、10月に国会の任期が満了となったため、憲
法法廷は会期不継続の原則にもとづいて手続を打切った。そこで、議員グループ
は、12月に改めて申立てを行なった。
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させることができない事態が生じた。そこで国会は、98年６月18日、ワル
シャワ控訴裁判所に特別の浄化部を設けるのをやめて管轄裁判所を単にワ
ルシャワ控訴裁判所とするほか、浄化の対象に弁護士を含める、公益弁務
官についての規定を拡充し浄化手続をいっそう明確にする、などの改正を
行なった。これに対してクファシニェフスキ大統領は、この改正法には署
名せず、憲法法廷に申立てを行な
(31)
った。
(２) 憲法法廷の判決
協力開示法の枠組みそのものに対する疑問を提起した国会議員グループ
の申立てにもとづく判決は、98年11月10日に下さ
(32)
れた。
判決はまず、最高の国家的職務に就いている者もしくはその職務に就く
ことを求めている者、またはとくに高度な水準の責任および社会的信頼と
結びついているその他の公職に就いている者の「結びつきと依存性
〔zwi  ki i zale･znos?c?〕」を調査する、法によって定められたメカニズム、
として浄化手続を理解する。そのうえで、その手続に求められる原則につ
いて欧州評議会議員会議の決議1096号を援用し、浄化の目的は「生まれつ
つある民主主義」の防衛であって復讐の目的で浄化手続を政治的または社
会的に濫用することは許されず、浄化法の (集団的ではなく)個別的な適用、
防御権の保証、無罪推定の原則への立脚、あらゆる決定に対する上訴の可
能性などが保障されなければならない、としている。そこで、協力開示法
については、立法者が採用した浄化のコンセプトは、浄化声明の正しさを
審査するのであって国家保安機関との過去における協力の事実それ自体を
刑事責任とも準刑事責任とも結びつけているわけではないとして、自己に
不利益な供述ないし自己告発の強制をもたらしているという申立人の非難
を退けるなど、同法の枠組みについておおむね合憲とする判断を下した。
ただし重要なことは、同法の定める「協力」の定義が法定された機関と
の協力の形態と範囲を定めず、その非難すべき性質を自覚性と秘密性にも
(31) Grzelak,op. cit.,s.105-139.
(32) K.39/97.
早法87巻２号（2012）140
っぱら依存させているため、声明を提出することを義務づけられた者が適
切に自己評価することを不可能にしているとする申立人の非難に応え、①
国家保安機関への情報の引渡し、②国家保安機関の代表者と接触している
という自覚、③秘密性の自覚、④国家保安機関による工作にもとづく情報
の取得、⑤将来協力関係を結ぶことに対する同意の表明だけにとどまらな
い意識的・具体的な行為による実現、という５要件を充たすものを「協
力」とするという合憲的解釈を示していることで
(33)
ある。
最高裁判所は、2000年10月５日の判決において憲法法廷の上記のような
解釈を敷衍し、協力者によって引き渡される情報は、引き渡しの対象とな
る機関にとって役に立ち有益な〔pomocne i przydatne〕」なものである
という要件を補足し、「協力を期待する者によって求められる行為と手続
を形式的には満たす場合」であっても、「情報提供の拒否」や「表面的な
協力」は協力には当たらない、と
(34)
した。これらの限定解釈は、浄化裁判所
の実務において大きな役割をはたすことになる。
一方、最高裁長官による公益弁務官の任命、両院議員への手続開始の発
議権の付与など部分的な問題を疑問視した大統領の申立てにもとづく判決
は、少し前の10月21日に下され、いずれも合憲とさ
(35)
れた。
(３) 国民記憶機構
協力開示法をめぐる憲法訴訟に決着がつけられたあと、浄化手続におい
てきわめて大きな役割をはたすことになるもうひとつの法律が制定されて
いる。98年12月19日の「国民記憶機構―ポーランド国民に対する犯罪追及
委員会についての
(36)
法律」である。
?国民記憶機構〔Instytut Pami ci Narodowej, IPN〕」という名称の組
(33) 12名の裁判官のうち４名が少数意見を書いているが、それについては省略す
る。
(34) B.Nizien?ski,Pocz tki i problemy lustracjiⅢ RP,w:Racja stanu. Janowi
 
Olszewskiemu,s.228.
(35) K.24/98.
(36) Dz.U.Nr155,poz.1016.
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織は、第２次世界大戦後に閣僚会議のもとにすでに設置されていた。その
役割は、戦時中にポーランドが被った損害を記録することであった。IPN
に並行して、「ドイツ犯罪調査中央委員会」も活動していた。後者は、ド
イツ民主共和国が成立した49年に「ポーランドにおけるヒ
・
ト
・
ラ
・
ー
・
犯罪調査
中央委員会」と名称を変更したうえで IPNを吸収し、調査=アーカイヴ機
能とともに、「第三帝国」のテロル装置による犯罪の責任者を追及する機
能をもはたしていた。この委員会は、84年に「ポーランドにおけるヒトラ
ー犯罪調査中央委員会-国民記憶機構」と名称変更した。この名称変更に
は、時の経過とともに可能性の薄れてゆくヒトラー犯罪の追及から戦争犯
罪の研究へと重点を移してゆくことが含意されていた。89年の政治的転換
を経た91年、「ポ
・
ー
・
ラ
・
ン
・
ド
・
国
・
民
・
に
・
対
・
す
・
る
・
犯罪調査中央委員会-国民記憶機
構」へと更なる名称変更が行なわれた。この名称変更は、これまでは責任
追及が政治的に困難であった戦後期（ただし「ポーランドにおけるスターリ
ン時代」と呼ばれる56年末まで）の犯罪に活動対象を拡げることを意味して
いた。もっとも、1939～56年の犯罪についてこの組織に所属する検察官が
行なうのは資料の準備であり、訴追は通常の検察庁の役割であった。57年
以降の犯罪は、もっぱら後者の管轄に属した。
97年９月の選挙によって「連帯選挙行動〔AWS〕」が政権に就くと、以
上のような系譜をもつ組織をまったく新しい性格のものに作り変える試み
が行なわれた。狙いのひとつは、89年までの文書をUOPおよび軍情報局
〔WSI〕から引き取り、シタージ文書を管理するドイツのガウク機関に倣
って、公安機関の監視の対象となっていた人びとに彼らにかかわる文書を
開示することであった。もうひとつは、独自の検察部門を設けることによ
って、89年以前の犯罪行為に対する訴追機能を強化することであった。以
上の構想にもとづく政府の IPN
(37)
法案に対して、クファシニェフスキ大統
領は、すべての市民に（したがって旧公安機関の職員や秘密協力者をも排除
(37) Druk nr252.
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することなく）アクセスを保障する一方、その開示が「国家または市民の
法的に保護された利益」を侵害する可能性のある情報を秘匿することを想
定した「市民アーカイヴ設置および国家保安機関によって1944～90年に作
成された文書の普遍的開示についての
(38)
法律」案を提出した。98年９月、国
会が政府法案を可決したのに対してクファシニェフスキ大統領は拒否権を
行使したが、与党は、国会による IPN総裁の選出要件を過半数から５分
の３に引上げる改正を行なうという約束のもとで PSLの支持を取りつ
け、拒否権を覆すことに成功
(39)
した。
?国民記憶機構―ポーランド国民に対する犯罪追及委員会についての法
律」（以下、IPN法）によれば、IPNはポーランド国民に対する犯罪追及
委員会、文書開示=アーカイヴ局、公共教育局という３つの部局からなり、
控訴裁判所所在地に支部が置かれる。犯罪追及委員会には検察官が所属
し、39年９月１日から89年12月31日までになされた「ナチス犯罪」、「共産
主義犯罪」および平和・人道に対する犯罪と戦争犯罪を訴追する機能をも
つ。文書開示=アーカイヴ局が担う文書開示〔udost pnianie〕機能は、訴
追機能と関連した利用など公的権力によるもののほか、①「被害者」（そ
の者について「国家保安機関が、秘密の方法を含め目的意識的に蓄積したデー
タにもとづく情報を集めている」者で、その後、国家保安機関の職員または協
力者となった者は除く）と認定された者に対するその者にかかわる文書の
開示、②国家保安機関の職員または協力者に対するその者にかかわる文書
の開示、③研究目的による利用、という３つのルートではたされる。公共
教育局は、前記の犯罪や事件についての研究とその普及、歴史教育につい
ての提案などの教育機能を遂行する。
IPNの機関としては、国会が選出する９名の構成員からなる理事会
〔Kolegium〕と、理事会の提案にもとづいて国会が選出する IPN総裁が
(38) Druk nr31.
(39) 約束された法改正は、99年４月に行なわれた（Dz.U.nr38,poz.360）。
IPNの歴史についての以上の記述は、Dudek,op.cit.,s.36-49による。
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置かれる。2000年６月、国会は初代の IPN総裁に、法学者の L.キェレス
（ヴロツワフ大学教授）を選出
(40)
した。
(４) 浄化裁判の実績
協力開示法による浄化の対象者は、約２万7000名とさ
(41)
れた。そのうち、
1999～2004年に国家保安機関との関係を認めたのは1．06％（約200名）で
あった。一番多いのは弁護士・検察官・裁判官で、省の次官１名、次官補
12名、諜報庁長官代理２名、国内安全庁〔ABW〕長官代理１名が含まれ
て
(42)
いた。公益弁務官は741件について「浄化上の虚偽」の可能性を認定し
たが、実際に裁判所に送ったのは、153件（約20％）にとどまった。その
他の事例では、「工作記録〔zapisy ewidencji operacyjnej〕」以外の証拠
が存在しなかったからで
(43)
ある。憲法法廷が定めた「協力」の定義に従え
ば、工作記録のみによって協力の事実を認定することは困難であった。
公益弁務官が訴追にあたって依拠する資料は、UOP、それに代わって
設置された国内安全庁と諜報庁〔AW〕の文書、WSI、IPN、司法省、内
務=行政省、外務省、警察本部とその地方組織の資料であ
(44)
った。その他に
は、旧国家保安機関の職員（通常はいわゆる「人的情報源」を獲得または操
縦し、もしくは操縦を監督した秘密機関の将校）からの証人としての聴取が
手がかりであった。準備手続において380名以上の証人からの聴取を行な
った初代公益弁務官 B.ニジェンスキによれば、聴取された証人の態度に
特徴的なのは、例えば、秘密の情報提供者によって引き渡された情報は工
作活動において役立ちもせず有益でもなかったと主張するなど、旧情報提
供者を保護し秘密の協力の帰結の規模を最小化しようとする傾向であっ
た。非常に多くの証人は、記憶がないとするか、工作活動において自分自
(40) 選出の経緯については、Dudek,op. cit.,49-57を参照。
(41) Nizien?ski,op.cit.,s.226.
(42) Ibid.,s.230-231.
(43) Dudek,op. cit.,s.287.
(44) Nizien?ski,op.cit.,s.230.
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身が作成した文書ですら疑問視した。準備手続における証言とはまったく
異なる証言を公判で行なって浄化手続の対象となっている者を助けようと
した証人もいた、と
(45)
いう。浄化裁判所判事 Z.プシカルスキも、旧公安機
関の職員の証言は、何年も前に作成された被浄化者との面会にもとづくメ
モや報告にある情報は必ずしも真実ではない、とする浄化対象者の抗弁を
支持するものであることが「かなりたびたび」あったとしたうえで、しか
し無罪推定の原則を抹消することはできない、と述べて
(46)
いる。
ニジェンスキは、協力開示法にもとづく浄化を次のように総括する。
「ポーランドにおける浄化がその適用の最初の６年間に成功に終わらなか
ったとすれば、そうなったのは、遺憾ながらあまりにも遅く浄化法が制定
されたこと、さまざまな秘密の人的情報源の活動を証明する証拠が廃棄さ
れアーカイヴから除去されるプロセスを適時防止することができず、
PRLの特務機関の元職員たちの、彼らによって操作された情報源を包含
する、沈黙するという示し合せが実体的真実を暴くことを許さなかったこ
とが理由である。また、時として５年も続く長引く浄化裁判手続や、最高
裁判所の不整合な判決や浄化事件における欧州人権裁
(47)
判所の奇妙な判決
も、浄化問題に資するものではなかった。『トリブナ』『ニェ』『ガゼタ=ヴ
ィボルチャ』のような定期刊行物に顕著な、わが国において浄化を実施す
る機関に対する前例のない攻撃も浄化の助けにならなかった。しかし、浄
化の理念はそれらよりも強く、社会に作られた浄化にとって不利な雰囲気
(45) Ibid.,s.231.
(46) Z. Puszkarski (rozmowa), Wspo?czuj lustrowanym bez s  u, Gazeta
 
Wyborcza (以下 GW),12.04.2006.
(47) 浄化裁判所によって虚偽の浄化声明を提出したと認定され、失職した SLDの
国会議員 T.マティイェクの申立てを受けた欧州人権裁判所は、07年４月24日、被
浄化者に対して公安文書へのアクセスや文書のコピー・メモの利用が制限されてお
り、当事者対等の原則が侵害されているとして、欧州人権条約６条（公正な裁判を
受ける権利）違反を認める判決を下した（Matyjek v.Poland, no.38184/03）。ニ
ジェンスキの言う欧州人権裁判所判決がこれを指すとして、それが「奇妙」とされ
る理由は不明である。
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にもかかわらず、不法に就こうとした公的職務を遂行するのに適さない数
十名の浄化のうそつき〔k amcy lustracyjne〕を公的生活から除去するの
に成功した。したがって、ポーランドにおける浄化は継続されなければな
らず、1997年にその基礎に横たわっていた目的の実現をめざさなければな
らない、という確信を表明
(48)
する」。その目的とは、第１に、浄化に服する
者の政治的過去（全体主義国家の公安機関における活動もしくは勤務またはそ
れらの機関との秘密の協力）を国内外の勢力が恐喝に利用することを不可能
にし、国家の枢要な地位に就いている者をそのような恐喝の対象とするこ
とを不可能にすること、第２に、そのようにしてわが国の公的生活の公開
性〔jawnos?c?〕を保障し、当該人物にとって不名誉なことと認められる可
能性のある過去の事実を社会的審判〔os  spo eczny〕に委ねることであ
る
(49)
、と。
２．「法と公正」政権と浄化
１）浄化問題の新段階
(１) ?第四共和国」と浄化
05年９月の議会選挙において、かつての中道連合〔PC〕のリーダー、
ヤロスワフ=カチンスキの率いる「法と公正〔PiS〕」が第１党となった。
続いて10月の大統領選挙では、ヤロスワフの双生児の弟レフ=カチンスキ
が、市民政綱〔PO〕の党首 D.トゥスクを決選投票で破り、当選
(50)
した。
PiSと POとの連立交渉は不調に終わり、K.マルチンキェヴィチを首相
(48) Ibid.,s.232-234.
(49) Ibid.,s.225.
(50) この選挙については、小森田「ポーランド新大統領が掲げる『道徳革命』の狙
い―カチンスキ兄弟政権を誕生させた二つの選挙」『世界週報』Vol. 86, No. 49,
2005年を参照。
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とする PiSの単独少数政府がいったんは形成されるが、翌06年７月には、
「自衛」およびポーランド家族連盟〔LPR〕との連立を基盤とした J.カチ
ンスキ政府が成立する。
PiSが、内務・司法・特務担当の３ポストを譲ることを拒否して POと
の連立交渉を決裂させ、ポピュリスト的農民政党「自衛」や極端なナショ
ナリスト政党 LPRと組んでまで多数派政府を構築した背景には、「第四
共和国」の構築という同党のプログ
(51)
ラムが横たわっていた。
PiSによれば、89年に幕を開けた「第三共和国」は、腐敗や集団的特殊
利害に対する抵抗力のない、党派化された「弱い国家」となっている。こ
のような危機的状況をもたらした原因のひとつは、89年以降に選択された
体制転換の誤った道であるが、もうひとつは、ポーランド国家に負荷を与
えているポーランド人民共和国〔PRL〕の遺産と手を切る代わりに、当
時の政治エリートが選択した（旧体制エリートのパージを回避する）「連続
の政策」である。このような条件のもとで建設された資本主義の受益者と
なったのは、出発点において不当にも特権的な立場にあった旧秩序の人び
とであった。その結果、あらゆる非民主的国家がそうであるように深刻な
病理に侵されていた PRLの多くの要素を、「第三共和国」も引き継がざ
るをえなかった。こうして、PRLのあとに生まれたのは、期待されたよ
うな「民主的資本主義」ではなく、旧国家機構と非公式な人的結合＝「ウ
クワト〔uk ad〕」によって支配された「ポスト共産主義」、すなわち資本
主義と共産主義との病理的な「ハイブリッド的体制」にほかならない。こ
の「ウクワト」は、政治エリート・ビジネス・特務機関〔s u･zby specjal-
ne〕・犯罪集団のそれぞれ一部が結託した「四角形」を形作り、あらゆる
ところに網を張り巡らせている。
そこで、危機を打開するために PiSがめざしたのが、「国家の修復」で
あった。「国家の修復」とは、ひとつには「国家の洗浄」、すなわち「浄
(51) Prawo i Sprawiedliwos?c?PROGRAM.IV Rzeczpospolita.Sprawiedliwos?c?dla
 
Wszystkich.
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化」および「非共産化」である。ここで「非共産化」と言うのは、旧
PZPR幹部のパージという（もはや時機遅れの）措置ではなく、「ポスト共
産主義」のインフラをなす制度や旧 PRL幹部への特権供与の廃止、共産
主義とは何であったか、それがいかに「第三共和国」に引き継がれている
かについての真実の解明と記憶を意味する。後者は、やがて IPNを担い
手とする「歴史政策〔polityka historyczna〕」として展開され、歴史の
「真実」の解明はそのキーワードとなる。もうひとつは、「国家の強化」、
すなわち裁判所・検察機関・警察の活動の強化である。これらの機関は、
遍在する「ウクワト」を摘発するための武器であり、だからこそ、内務・
司法・特務担当の３ポストを手中にすることに固執したのである。
こうして、「第三共和国」を克服すべき「第四共和国」を構築する PiS
の構想において、オルシェフスキ政府の崩壊によってやり残された浄化
は、枢要な位置を与えられていたのであ
(52)
った。が、新たな構想にもとづく
浄化が新政権のもとでどのように推進されたのかを見る前に、PiS政権成
立前後に生じた２つの出来事に触れておく必要がある。
(２) ?粗野な浄化」と国民記憶機構
05年はじめ、IPNから流出した約16万人の氏名とその整理番号のリス
トが、「ジェチポスポリタ」紙に所属する保守派の評論家W.ヴィルトシ
ュタインをつうじてジャーナリストのあいだに流布されていることが明る
みに出た。「ヴィルトシュタイン=リスト」と呼ばれることになるこのリス
トは、IPNが所蔵するアーカイヴ文書の管理のために作成されたもので、
PRLの公安機関の職員やその協力者だけではなく、公安機関による監視
の対象となった者をも、要するに現存するアーカイヴ文書に出現するあら
ゆるカテゴリーの者の氏名を、そのようなカテゴリーの区別なく列挙した
ものに過ぎなかった。しかし、「ヴィルトシュタイン=リスト」は、旧公安
機関の職員や協力者のリストであるかのように受け止め
(53)
られ、やがてイン
(52) PiS政権成立の意味について、詳しくは小森田『体制転換と法―ポーランドの
道の検証』有信堂、2008年、序章を参照。
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ターネット上に公開されるに至った。リストには、『連帯』労組を生んだ
80年８月の労働者ストのさいの知識人顧問のひとりとして名高い社会学者
J.スタニシキスなど著名人の氏名もあり、また同姓同名の者を識別する
手立ても存在しなかったから、リストに掲載されているのは自分かどうか
を確かめることを欲する人びとの問い合わせが、IPNに殺到した。IPN
のアーカイヴ文書を探索するようジャーナリストに勧めることを目的とし
ていたとされるヴルトシュタインの行動をめぐって賛否の議論が巻き起こ
る
(54)
中で、彼は「ジェチポスポリタ」紙から解雇され、IPNは個人データ
保護総管
(55)
理局による調査の対象とな
(56)
った。IPNによる内部調査の結果に
よっても「ヴィルトシュタイン=リスト」の流出経路は明らかにならず、
真相は不明のままとなって
(57)
いる。
?ヴィルトシュタイン=リスト」事件は、メディアにおいて語られたよう
にそれ自体を「粗野な浄化」として特徴づけることが適切か否かについて
は問題が残るとしても、（上述したニェジンスキの総括にも現われているよう
に）協力開示法の枠組みと同法の運用についての憲法法廷の指針のもと
で、浄化が妨げられているという不満が高まっていること、また IPNか
らのルールなき文書流出によって本物の「粗野な浄化」がいつでも生じう
ることを明るみに出した（後述するように、それは実際に生じた）。それは
(53) ヴィルトシュタイン自身は、これが国家保安機関職員や秘密協力者のリストで
あると述べたことはないと主張し、そのような受け止め方を広めたとして「ガゼ
タ=ヴィボルチャ」紙を非難した（Co wyciek o z IPN,GW,31.01.2005）。
(54) Awantura o Wildsteina,GW,2.02.2005.
(55) 個人データ保護総管理局については、小森田「個人情報保護法制の国際比較―
民間部門を中心として：ポーランド」『比較法研究』64号、2003年を参照。
(56) ドゥデクは、個人データ保護総管理局による調査についても、IPNの業務を
麻痺させたとして批判している（Dudek,op. cit., s.204-206）。IPN文書と個人デ
ータ保護法との関係は、こののち論点のひとつとなる。
(57) Dudek,Historia polityczna Polski 1989 -2005,s.490-492.06年２月、ワルシ
ャワ検察庁は、「ヴィルトシュタイン=リスト」事件の捜査を打ち切っている
（“Lista Wildsteina”umorzona,GW,22.02.2006）。
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また、PiS政権の登場に表現されるポーランド政治における気象変動（保
守化）を告げるものでもあ
(58)
った。
もうひとつの出来事は、IPNの機能のあり方に決定的な影響力をもつ
総裁の交替が行なわれたことである。
IPN総裁は、11名からなる IPN理事会が公募にもとづいて候補者を選
抜・提案し、上院の同意を得て国会が５分の３の多数で任免
(59)
する。６月に
５年の任期の切れるキェレス総裁は再任を望んだが、「ヴィルトシュタイ
ン=リスト」事件の収拾をめぐる不手際もあり、理事会の支持を得ること
はできなかった。何人もの候補者の名前が挙がったものの、過半数の支持
を得る候補者はなかなか見出せない中で、最終的に有力候補として浮上し
たのは、IPNクラクフ支部長の J.クルティカと「闘争と受難の記憶保護
評議会〔Rada Ochrony Pami ci Walk i M czen?stwa〕」書記長を務めて
いたA.プシェヴォジニクであった。が、いずれを支持するかをめぐって
理事会の内部は大きく割れていた。
７月５日、「ジェチポスポリタ」紙に、プシェヴォジニクが秘密協力者
だったことを示す文書が I
・
P
・
N
・
ク
・
ラ
・
ク
・
フ
・
支
・
部
・
で発見された、とする記事が
掲載された。90年10月、新体制のもとで雇用されるための審査を通過しな
かったある旧公安機関職員が、忠誠を示すために当時の内相に提出した声
明の中で秘密協力者として挙げた者たちの中に、プシェヴォジニクの名前
があった、というのである。プシェヴォジニクは秘密協力者であったこと
を否認し、裁判所に自己浄化〔autolustracja〕（秘密協力者であるとされた
者が、嫌疑を晴らすために自ら浄化を申出る手続）を申立てた。しかしその
後、正式な審査手続に入った段階で、彼が秘密協力者として登録されてい
たことを示す情報が公安文書の中から発見された。IPN法によれば、公
安機関の職員または協力者であった者だけではなく、アーカイヴ文書の中
にそのような前提（疑い）があることを示す情報が存在する者も、総裁と
(58) J.
･
Zakowski,Czyja Polska?,Polityka,nr7,19.02.2005.
(59) 99年４月９日の IPN法改正（Dz.U.Nr38,poz.360）による。
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なることはできないとされている。こうして理事会は、９月、プシェヴォ
ジニクを不適格とし、クルティカを次期総裁候補として選出
(60)
した。
手続がここまで進んだ時点で、議会選挙と大統領選挙をはさんだ11月29
日、浄化裁判所は、プシェヴォジニクは秘密協力者ではなかった、とする
判決を下した。しかし12月９日、国会はクルティカの総裁就任を賛成332、
反対79、保留26で承認する。審議においては、SLD議員によって上記の
ような人事の経緯が問題視された。答弁に立った IPN理事会議長A.グ
ライェフスキは、理事会におけるクルティカの選出が６対５という僅差で
あったことを認めたうえで、第１に、プシェヴォジニクにかんする IPN
クラクフ支部の文書は、Z.フィヤクという人物が歴史研究のために正規
の手続で入手したものであったが、それを「ジェチポスポリタ」紙に渡し
たのは目的外使用であり倫理的には問題がある、しかし、支部長のクルテ
ィカ自身はこれには関与していない、第２に、プシェヴォジニクにかんす
る理事会の判断は、彼にかんする文書の存在とそのことが欠格事由に当た
ることの確認にもとづくものであって、彼が秘密協力者であると認定した
わけではないので、事後に裁判所が秘密協力者ではないと判断したとして
も齟齬はない、と答弁して
(61)
いる。
こうして、クルティカの選出過程に不透明さが残ったことは否定できな
い。が、問題は IPNの役割について彼がどのような姿勢で臨むことにな
るか、ということである。クルティカの選出にとって決定的な意味をもっ
ていたのは、11月８日に行なわれた PiSの党首 J.カチンスキとの会談で
あった。クルティカは、クラクフの PO系の人びとと良好な関係にあると
見られており、問題は PiSの態度であったからである。同席したグライ
ェフスキによれば、この「長く続いた厳しい会談」においてカチンスキ
は、PiSはまだクルティカを支持するかどうか決めていないとしたうえ
(60) Dudek,Instytut,s.227-233.
(61) Sprawozdania stenograficzne z posiedzenia Sejmu w dniu 9 grudnia 2005 r.,
s.205-210.
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で、PiSが計画している浄化手続の変更とそこにおける IPNの役割につ
いて説明し、クルティカの見解を求めた。クルティカは、個人的な見解が
どうであれ、IPNは新しい法律の定める解決を受入れると述べ、これを
聞いてカチンスキはクルティカを支持する腹を固めたので
(62)
ある。
IPN公共教育局研究部長の地位にあり、自ら次期総裁候補のひとりと
目されていた現代史家のA.ドゥデクによれば、クルティカは、44年から
の89年までの全歴史を、56年以降に生じた変化の意味を認めることなく、
一様に「全体主義」と捉える歴史観の持主であった。彼は、「共産主義者
たちが大量テロルという方法で自らの権力を築いており、ポーランド人の
相対的にわずかな部分しか武器を手にしてそれに対抗することを試みてい
なかった」40年代後半という特殊な時期のプリズムをつうじて、戦後45年
を描いていた。「クルティカが強力に自己を同一化していた後者〔40年代
後半の抵抗者たち〕の観点から見れば、新たな権力のもたらしたものはす
べて悪の化身として現われ、その権力とのあらゆる接触は、端的に裏切り
に他ならなかった。56年以降、白か黒かというこのような図式はもはやそ
れほど明瞭ではなかったが、クルティカは、こののちの時期には知的な省
察の対象としてまったく関心をもっていなかった。なぜなら彼は、それを
PRLの最初の10年に形成されたシステムのわずかに修正されただけのヴ
ァージョンに過ぎない、と見なしていたからである」。ドゥデクから見れ
ば、（ソ連からの）独立の達成ではなく、（戦後の現実を与件として）「人間
の顔をした社会主義」の建設を目的とした人びとの「改革不能なシステム
の改革可能性に対する信念」は、PRLにおける反対派の歴史において、
分析するに値する本質的な役割を演じたのであるが、クルティカはそのよ
うな人びとの営みには関心をもっていなかったので
(63)
ある。
(62) Dudek,op. cit,s.238-240.
(63) Ibid,s.248.
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２）第二次浄化法の制定
(１) 情報開示法
さて、議会の新しい会期が始まると、「自衛」（05年11月18日）を皮切り
に、LPR（06年２月２日、23日）、PO（２月24日）が相次いで IPN法等改
正案を提出し、PiSは、「1944～1990年の共産主義国家の保安機関文書に
ついての情報およびこれらの文書の内容の開示についての法律」案と題す
る
(64)
法案を提出した（２月23日）。
?自衛」の
(65)
法案は、IPN文書の「被害者」に対する開示がジャーナリス
トをつうじて「粗野な浄化」を招いているとし、ファイルを使った不純な
政治ゲームを一掃するために、大統領・議員・ジャーナリストなど政治生
活に積極的に参加しようとする一定の者に、保安機関との協力にかかわる
あらゆる文書の開示に対する同意を表明することを求め、すでにそのよう
な活動を行なっている者については、60日以内にそのような文書を開示す
る、というものであった。LPRの第１の
(66)
法案も、同じく IPN文書のジャ
ーナリストへの「漏出」が「粗野な浄化」を招いてきたとして、プレスの
編集長への文書開示を制度化するとともに、政党の代表者に対してもその
党員にかかわる文書の開示の道を開こうとするものであった。
ところで、憲法法廷は、05年10月26日、市民の権利弁務官A.ツォル
（前憲法法廷長官）の申立てにもとづいて IPN法について初めて審査を行
ない、いくかの条項に違憲判決を下して
(67)
いた。すなわち同判決は、「被害
者」認定を申請したものの拒否されたということは、IPNアーカイヴに
当人にかんする「国家保安機関が秘密の方法を含め目的意識的に蓄積した
データにもとづく情報」が存在していないということを示すにすぎず、そ
の者が国家保安機関の職員または協力者であったことが公的に確認された
(64) Druk nr360.
(65) Druk nr333.
(66) Druk nr334.
(67) K 31/04.
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ことと同義ではないとしたうえで、「被害者」認定を拒否する決定を争う
行政裁判所における手続のさいには、決定の根拠となった文書は提訴者に
対しても裁判所に対してもアクセス可能でなければならないとして、文書
閲覧権や訂正権を「被害者」として認定された者に限定する一連の規定を
違憲とした。他方、憲法51条
(68)
３項の定める自己情報へのアクセス権はもっ
ぱら当該の者を客体とする文書にかかわるものであるとし、国家保安機関
の職員やその協力者が、その事実を申告したうえで、彼らにかかわるアー
カイヴ文書についての情報を与えられる、とする規定を違憲とした。要す
るに憲法法廷は、「被害者」として認定されておらず、自らを国家保安機
関の職員やその協力者であるとも認めない者に対して、IPN文書が閉ざ
されていることを批判したのである。
そこで LPRの第２の
(69)
法案は、「被害者」制度を廃止し、自らにかかわ
る文書の閲覧を「すべての者」に拡大したうえで、国家保安機関の職員ま
たは「人的情報源〔osobowe z?ro?d o informacji〕」として扱われた者によ
って（あるいはその参加のもとで）作成された文書についてはそれらの者の
アクセスを遮断する、という枠組みに転換することを提案していた。この
「人的情報源〔OZI〕」という概念は、新浄化法における論争的なキー概念
のひとつとなる。
これに対して POの
(70)
法案は、より大規模な改変を提案するものであっ
た。第１に、IPNアーカイヴの文書を原則として一般に（すなわち自己に
かかわる情報に限定することなく）公開することである。そのさい、文書の
コピーに匿名化措置をとることを廃止するなどしてアクセスの手続を簡素
化することも予定されていた。使用者はその従業員が、政党等は公職に推
薦されるその党員等が、国家保安機関の職員であったか、または協力者と
(68) ?各人は、自己にかかわる公文書およびデータ=セットにアクセスする権利をも
つ。この権利の制限は、法律がこれを定める。」
(69) Druk nr359.
(70) Druk nr363.
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して登録されていたか否かについての情報を提供するよう IPNに申立て
ることができる、とされた。国家秘密の保護の観点から公開が制約される
「留保コレクション〔zbio?r zastrze･zony〕」として指定するか否かについ
ての判断権は国家保安機関から IPN総裁に移され、同コレクション以外
の文書のアクセスについては、いかなる制限もつけられていなかった。こ
のことは、OZIだけでなくその候補者として想定された者〔figuranci〕
についての文書も、その中で言及されている者の個人生活にかかわる情報
を除外することなく、しかもジャーナリストに対してもアクセスが可能に
なることを意味した。これは、学界・ジャーナリスト界の一部の要求を最
大限実現しようとするものであるが、すでに「被害者」の地位を得ている
者についての文書へのアクセスに留保を付する可能性を除去することを意
味するがゆえに、議論を呼ぶ可能性のあるものであ
(71)
った。第２に、浄化手
続に服すべき者の範囲を、公立・非公立の大学の学長・学部長など幹部、
国有企業の企業長、ラジオ・テレビ局の幹部、新聞・雑誌の編集長など、
「公的生活と世論の形成に対する根本的な影響力」（提案理由）をもつ者に
大幅に拡げることである。これにともなう浄化訴訟の増大に備えて、ワル
シャワ控訴裁判所にのみ設けられていた浄化裁判所を各地の控訴裁判所に
拡げ、被浄化者の請求にもとづく手続非公開の制度を廃止するものとし
た。
IPN文書の公開に力点を置いたこのような POの法案に対して、PiS
の
(72)
草案は、浄化のメカニズムそのものを抜本的に変えようとするものであ
った。
浄化に対する PiSの基本的スタンスは、協力開示法には存在しない次
のような前文に表現されている。「公共的信頼を必要とする職務、地位ま
たは職業が、その従来の行動によって、誠実さ、高潔さ、自らの言葉と行
ない、市民的勇気と正しさに対する責任感の保証を与え、また過
・
去
・
に
・
お
・
い
・
(71) Dudek,op. cit.,s.286.
(72) Druk nr360.
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て
・
与
・
え
・
た
・
人物によって占められることを保障することが必要であることを
考慮し、また、このような職務を遂行し、このような地位に就き、このよ
うな職業を遂行する者についての情報に対する権利を市民に保障する憲法
上の保証を考慮して、次のように定められる」（傍点―小森田）。この一節
の含意を敷衍した提案理由は、「その遂行が実務的資格だけではなく道
・
徳
・
的
・
資
・
格
・
の保有の要請とも結びついている国家の最重要の職務が、その過去
が、道
・
徳
・
的
・
評
・
価
・
が否定的なものであらざるをえない国家安全機関における
勤務、活動またはそれとの接触の分野において疑義を生まない人物によっ
て遂行される」（傍点―小森田）ような状態をもたらすこと、また、公的生
活に現に参加している者の「名誉を失墜させかねない」過去の事実を「社
会的審判」に付すことによって、公的生活の公開性を実現することが本法
案の目的である、と述べている。このように、旧体制の公安機関との協力
それ自体を道徳的非難の対象と見る立場からすれば、協力の事実そのもの
に対しては何らのサンクションも予定せず、協力の事実についての自己申
告の真偽のみを問い、虚偽に対してサンクションを科すという協力開示法
の枠組みは、到底受入れられないものであった。
提案理由が詳細に分析するところによれば、協力開示法のもとでの現実
は次のようなものであり、上記のような目的はほとんど達成されていなか
った、という。（１）旧秘密協力者は、PRLの公安機関との協力にかかわ
るアーカイヴ資料が保存されているかどうかを知りえないので、名誉を失
墜させるような文書の開示に対する恐れから、保存されているアーカイヴ
資料には実際には反映されていない事実を認める気にさせるはずだ、と想
定されていた。しかし、法律の対象者は通常、いかなるアーカイヴ資料が
廃棄されたかを知っている、ということが明らかになった。その情報源
は、秘密協力者を担当した公安の将校である。彼らのあいだの結びつき
は、形式的な協力よりもはるかに長い。大多数の場合、公安機関との協力
の唯一の証拠は、工作記録における秘密協力者としての登録であるが、98
年の憲法法廷判決によれば、そのような登録だけでは97年法にいう「協
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力」の十分な証拠とはならない、とされている。このような状況は、名誉
を失墜させるような文書が開示される脅威など幻想であり、非浄化者にと
って、浄化声明において真実を開示することは何の得にもならない。（２）
協力開示法のもとでは、裁判所の任務は浄化声明が正しいか正しくないか
を判断するだけであり、歴史的・イデオロギー的・政治的性格をもつ過去
の出来事の評価にかかわる法外的考慮からは解放されるはずであった。と
ころが、憲法法廷が協力とは「実体化」されたものでなければならず、し
たがって情報が実際に引き渡されたか否かを確定しなければならないと
し、さらに、最高裁の判決が「みせかけの協力」という観念を導入したこ
とによって、裁判所は、公安機関との協力の実質的な性格を審査しなけれ
ばならなくなっている。（３）協力の事実を開示しなかった者が10年間の
公職からの追放という厳しいサンクションを受けるのに対して、開示した
者は何らの痛みを味わうことなく大統領をはじめ公共的信頼を必要とする
あらゆる地位に就くことができるという不均衡をいかに説明するかについ
て、何の論理的解答もない。官報に掲載されるのは協力を「認める」とい
う漠然とした言明だけであって、その協力とは何であり、いかなる帰結を
もたらしたかについては言及されないのであるから、それ自体が自らの罪
を認める者を清める償いの意味があるとか、名誉を失墜させる事実を暴露
するという脅迫の恐れは除去されるとかいう理由づけは成り立たない。
（４）浄化手続は、刑事訴訟法の規定に立脚して行なわれている。しかし、
無罪推定や疑わしきは被告人の利益にという刑事訴訟の原則を浄化手続に
持ち込むと、馬鹿げたことが生じる。「被浄化者は公安機関の秘密の情報
提供者ではなかったことを排除することはできない」という判決の言明
は、公共的信頼を必要とする地位に就くための十分な信頼を保障するもの
ではないし、嫌疑を一義的に晴らすものでもないので、被浄化者にも満足
を与えないのである。
浄化声明の提出と裁判によるその真偽の審査という協力開示法の枠組み
に対する以上のような徹底的に否定的な評価をもとに、PiSが提案したの
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は、協力開示法よりも拡大された浄化対象者（「公的職務〔funkcje publicz-
ne〕」を遂行する者）について、そ
・
の
・
者
・
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・
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る
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国
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についての事実を確認する「証明書
〔zas?wiadczenie〕」を IPNが交付し、インターネットをつうじて公表す
る、というものであった。72年８月１日以前に生まれ、公的職務の遂行を
めざす者は、この証明書をしかるべき機関に提出しなければならない。証
明書の内容は、公的職務の遂行する者に求められる道徳的資格の有無を判
断するうえで本質的な意義をもつものとされ、例えば公的職務の遂行が労
働契約にもとづいて行なわれる場合、この証明書にもとづいて契約締結や
継続の可否が判断されることが想定されていた。また、公的職務を遂行す
る者および証明書が提出された者についての IPNのアーカイヴ所蔵の文
書は、誰にでもアクセス可能とさ
(73)
れた。
ドゥデクが認めるように、「実際上、この証明書は浄化決定と同義のも
のとなるであろうし、―ヴィルトシタイン=リストが社会にどのように受
け止められたかという文脈から見れば―IPNのインターネット=サイトに
掲載された証明書は文書保管状態についての中立的な状態にすぎないの
だ、と誰をも納得させることは困難であ
(74)
ろう」。それは、92年にマチェレ
ヴィチが行なったことを、より大々的な規模で実行しようとするものにほ
かならなかった。「マチェレヴィチ=リスト」と異なるのは、証明書の内容
を疑問視する者に対して、その者に立証責任を負わせつつ、事後的に
IPNを相手取ってしかるべき管区裁判所（旧県裁判所）に訴訟を起こす道
を開いていることであ
(75)
った。
(73) PiSの法案は、05年10月の憲法法廷判決に対応するために、LPRの第２の法
案と同様の改正をも提案している。
(74) Dudek,op. cit.,s.286.
(75) ドゥデクは、IPNの観点から見て POと PiSの法案をどう評価するかについ
てのメモをクルティカに提出した。しかし、クルティカは、PiS法案の立案の中心
となったムラルチクと事前に何度も協議しており、PiS法案に好意的な態度をとっ
ていた、という（Ibid.,s.287）。
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さて、国会は、早くも３月９日に第一読会を行ない、特別委員会を設置
してこれらの法案を付託した。
４党の法案のうち、実質的に重要なのは POの法案と PiSの法案であ
った。POは、ジャーナリストへの公開を含め、ファイルを全面的に開く
ことを志向していた。しかし、PiSの党首カチンスキは、秘密協力者
〔agenci〕の開示という意味での「浄化」と「ファイルの公開」とを区別
し、前者は支持するが、公安の監視を受けていた者についての情報を保護
するために、ファイルの全面的な公開には反対する、という態度を示して
いた。なぜなら、「公安によって集められた資料はしばしば偽りのもので
あり、真実である場合でも、幾度となく私的領域にかかわっている」がゆ
えに、その開示はかつて公安につけ狙われた人びとにさらなる苦痛を与え
るものであるからである。したがって彼は、IPNが秘密協力者を開示す
る義務を引き受け、同時に被監視者についての情報は保護することを望ん
だので
(76)
ある。
このようなスタンスの相違は、POと PiSとのあいだに存在していただ
けはなく、世代間にも横たわっていたことに注意する必要がある。PiS内
では、71年生まれの弁護士A.ムラル
(77)
チクを中心とする若い世代（80年代
には未成年であり、公安との接触を直接にはほとんど経験していないと考えら
れる世代）の議員を担い手として、PO案との調整が図られていった。７
月20日に行なわれた国会の第二読会において、PiSを代表して賛成討論を
行なった Z.ギジンスキ（73年生まれ）は、次のように述べている。「もし
かしたら、巨大な帰結をともなう―そのことをわれわれは自覚している―
この法律の施行によって、すばらしい『連帯』運動の歴史は幾分かより小
さな愛着をもって眺められるようになるかもしれない。今日われわれが喜
びとする巨大な達成と遺産のほかに、残念な、痛ましいことがらも明るみ
(76) Ibid.,s.289.
(77) 議員の経歴は、Sejm Rzeczypospolitej Polskiej. V kadencja. Przewodnik,
Warszawa,2006による。
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に出るだろう」、しかし、歴史に対する責任観は、このような過去を清算
することをわれわれに命じている
(78)
、と。若い世代は、新法が『連帯』運動
の脱神話化をもたらすであろうことを自覚しつつ、そのことをためらわな
かったので
(79)
ある。
翌21日、国会は賛成372、反対44、保留３で法律を可決した。反対した
会派は SLDのみであった。
上院では、秘密協力者であったか否かについて判断をくだすメカニズム
を廃止することによって、「刑の執行者〔kat〕」と「犠牲者」との区別を
つけることを放棄し、ファイルを公開してあとは世論の判断に委ねる、と
いう PiS法案の基本的コンセプトに対する異論が大きく、国会における
委員会審議の段階から、対案が準備されて
(80)
いた。こうして８月24日の審議
においては、浄化声明の提出と浄化裁判所によるその審査という97年法の
枠組みに立ち戻る修正案が提出されたが、修正案の支持者を抱えた PiS
が党議拘束をかけたため否決され、国会案の枠組みを前提とした部分的な
修正案が採択されるにとどま
(81)
った。
10月18日、上院修正を一部受け入
(82)
れて「1944～90年の国家保安機関文書
(78) Sprawozdania stenograficzne Sejmu RP w dniu 20 lipca 2006 r.,s.295.
(79) ８月末の「ヂェンニク」紙に、「かつての反対派の偉大さと弱さ」と題する記
事が掲載された。筆者の T.ポムポフスキは、『連帯』の活動家たちのさまざまな
行状（妻に隠れた性関係や活動資金の使い込みなど）が公安機関によって記録され
ているとして、「具体例」をイニシャルで記述し、「IPN総裁のヤヌシ=クルティカ
は、公安文書へのアクセスを可能にすることは、ポーランドの現代史の書き換えを
もたらさずにはおかない、という意見を確認している」と結んでいる（T. Pomp-
owski, Wielkos?c? i s abos?c? dawnej opozycji, Dziennik, 26. 08. 2007, http://
wiadomosci.dziennik.pl/opinie/artykuly/186121,wielkosc-i-slabosc-dawnej-
opozycji.htmlによる）。
(80) Senatorowie:PiS chce zabic?lustracj ,GW,5.07.2006, Senat chce lust-
rowac?inaczej ni･z Sejm,GW,12.07.2006.
(81) Druk nr903,Nowa lustracja-Platforma Obywatelska prosi o czas,GW,25.
08.2006.
(82) PiSが上院修正を受け入れたことに対して、POを代表して討論に立った S.カ
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についての情報およびこれらの文書の内容の開示についての
(83)
法律」（以下、
情報開示法）を採択した。
情報開示法は、前文において、PiS法案の文章の前に次のような文言を
つけ加え、旧体制に対する価値判断をいっそう明確にしている。
?民主的反対派、労働組合、社団、教会および信仰結社との闘い、言
論・集会の自由に対する権利の破壊、市民の生命、自由、所有および安全
に対する権利の侵害をなす共産主義国家の保安機関における活動または勤
務、または人的情報源によるこれらの機関に与えられた援助は、共産主義
的全体主義体制のための人および市民の権利の破壊と常に結びついてい
た。」
第１に、浄化対象者の範囲は大幅に拡大された。協力開示法の少なくと
も４倍、10万人から40万人と見積もられて
(84)
いる。国家保安機関のリストも
拡げられた。検閲機関と信仰問
(85)
題庁がつけ加えられたのは、上院修正の結
果である。
第２に、「秘密協力者〔TW〕」に代えて「人的情報源〔OZI〕」の概念
が導入された。TW が秘密で自覚的な協力を実際に行なった者でなけれ
ばならないのに対して、OZIには、国家保安機関が人的情報源として扱
・
っ
・
た
・
すべての者が、したがって相手が国家保安機関の職員と知らずに会話
し、その情報が国家保安機関に記録されたにすぎない者も、協力を約束す
る文書に署名したものの実際の協力は拒否した者も含まれることに
(86)
なる。
ルピニュクは、「公的生活の公開性の擁護者である市民政綱との共同戦線」から後
退した、「秘密派〔tajniaci〕」が「公開派〔jawniaci〕」に勝利した、と激しく攻
撃した（Sprawozdania stenograficzne z posiedzenia Sejmu RP w dniu 17 pa･z-
dziernika 2006 r.,s.326-327）。
(83) Dz.U.Nr218,poz.1592.
(84) Wszechlustracja,GW,22-23.07.2006.
(85) 聖職者の浄化も大きな問題となっていたが、06年法では対象外となっている。
(86) 特別委員会における審議に専門家として参加した97年法の起草者のひとりA.
ジェプリンスキによれば、このような問題点を指摘したにもかかわらず、議員たち
は耳を貸さなかった、という（PiS ma apetyt na Kolegium Instytutu Pami ci
ポーランドにおける「過去の清算」の一断面（小森田) 161
「被害者」という地位は廃止された。したがって、IPNのアーカイヴに記
録のある者は、国家保安機関の職員、OZI、それ以外の者に単純に三分さ
れることになる。
第３に、浄化対象者に声明を提出させ、その真偽を裁判で争うという協
力開示法の浄化スキームが廃止され、これに代えて、浄化対象者は IPN
にアーカイヴに存在する文書についての「証明書」の交付を求める、とい
う制度が導入された。浄化対象者は、法律の施行後３ヵ月以内に IPNに
証明書の交付を申請し、１年以内に受領しなければならない。IPNは、
６ヵ月から１年以内に交付するものとされているが、これは指針的期間
〔termin instrukcyjny〕であって、遵守されないことが何らかの効果を生
むわけではない。クルティカによれば、稼動能力の増強によって IPNは
年に４万の証明書を交付する能力がある、と
(87)
いう。それでも少なくとも10
万人と見積もられている数には追いつかない。そうすると、SLDの R.カ
リシが指摘したように、IPNが何らかの考慮によって恣意的に優先順位
をつけるということが起こりかね
(88)
ない。浄化対象者は、受領した証明書を
使用者などに提出する。使用者は、それを見て雇用を継続するか否か判断
(89)
する。証明書だけでは判断できなければ、IPNで文書を閲覧することが
できる。証明書を提出しなければ、公的職務を遂行することはできない。
Narodowej,GW,18.07.2006）。
(87) Ibid.しかし、IPNの内情をよく知るドゥデクは、懐疑的であった。彼によれ
ば、IPNから証明書を受け取るべき職務の数も過度に多い。40万人とか70万人と
かの数を挙げて「反浄化ヒステリー」を拡げているメディアの言うよりは少ない
が、IPNには十分に効率的な情報システムか欠如していることを考慮すれば、そ
の何分の１かの数でも合理的な期間内に法律を執行する可能性には疑問符が付く、
と（Dudek,op. cit.,s.290）。
(88) Sprawozdania stenograficzne z posiedzenia Sejmu w dniu 20 lipca 2006 r.,
s.300.
(89) 証明書によってOZIとされた者、国家保安機関の職員であった者、統一労働
者党・統一農民党・民主党の指導部のメンバーであった者は自
・
動
・
的
・
に
・
解雇されると
いう上院修正案は否決された。
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各人は、自己に対して交付された証明書に自らの補足、訂正、アクチュア
ル化および文書とそのコピーを添付する権利をもつが、証明書にすでに含
まれているデータが修正されることはない。証明書の内容はインターネッ
トで公開される。
これは、事実上 IPNを第一審の浄化裁判所に変えることを意味した。
証明書の内容に不服のある者は、事後的に IPNを相手どって民事訴訟を
起こし、それが自分にかかわりのない文書にもとづいていること、根拠に
なったのは真正な文書ではないこと、文書の内容が真実に合致しないこと
を立証しなければならない。判決が証明書の基礎となった文書の信頼性を
揺るがした場合でも、証明書はインターネットから消えるわけではなく、
判決内容が追加されるにとど
(90)
まる。証明書がもとで解雇された場合は、労
働裁判所（通常裁判所労働部）に申立てることになる。
第４に、証明書を提出した者のファイルは、IPNに赴けば誰でも見る
ことができる。そこに含まれた情報は、国家秘密および健康状態または性
生活についてのデータを除き、個人データ保護の対象とはならない。ジャ
ーナリストと研究者は、IPN総裁の同意を得て、留保コレクションの文
書にアクセスすることができる。
第５に、IPNは、国家保安機関の職員および INP文書に登場する者の
氏名を、いかなるカテゴリーの者であるかを示しながら、順次公開する。
カチンスキ大統領は、いくつかの点で以上のような情報開示法に対する
疑義をもっていた。何よりも、国家保安機関が浄化の対象者について集め
た資料が、健康や性生活を除く私生活にかかわるものをも含めて自動的に
開示される、という点である。大統領によれば、それはすでに国家保安機
関の監視によって奪われたプライヴァシーを重ねて著しく侵害するものに
他ならない。TW に代わるOZIの概念の導入、「被害者」という地位の廃
止にも批判的であり、浄化対象者の範囲も広すぎると考えて
(91)
いた。ルブリ
(90) Dudek,op. cit.,s.290.
(91) Co prezydent zrobi z lustracj GW,27.10.2006,Lustracja podpisana i do
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ンの大司教 J.ジチンスキ、前憲法法廷長官A.ツォル、かつての反対派の
伝説的な人物のひとりである歴史家K.モゼレフスキら９名からなる有識
者グループは、大統領の疑義を共有し、OZIという同じカテゴリーの中
に「PRLの秘密政治警察と自覚的に協力した密告者」と「本人の同意も
なく認識もないままに、当時の特務機関によって登録された誠実な人び
と」という、事実として異なり、道徳的にも比べものにならないものが混
じりあわされていること、OZIとされた人びとは、自らを擁護するあま
りに弱い法的手段しか与えられていないこと、PRLの特務機関のアーカ
イヴ文書は、高度な専門的能力、厳格に定められた基準と研究手続の適用
を歴史家に求めるものであること、研究結果の公表は、歴史の真実は「し
ばしば受け入れがたく痛みをともなうものであるという自覚、何よりも過
去の出来事に巻き込まれたすべての人間の尊厳に対する配慮」によって導
かれなければならないことを指摘したうえで、教皇ヨハネ=パウロ２世が
想起させた「キリスト教的ヒューマニズムの原則」に合致しない文書開示
法の施行を阻止し、「真実の証明をも人間の不可侵の尊厳をも考慮した」
新しいヴァージョンを準備に取りかかるようアピール
(92)
した。
大統領には、法律を受け取ってから21日以内に、法律に拒否権を行使す
るか、または憲法法廷に申立てるという選択肢が存在した。期限ぎりぎり
の11月13日、カチンスキは、法律に対して改めて疑義を表明し、施行され
ないうちに改正法が成立するように改正案を提出することを予告したうえ
で法律に署名する、という異例の態度をとった。なぜ拒否権を行使しなか
ったのかと問われた大統領は、反対が44票であったことを考えれば、拒否
権は覆され、単なる「無意味なデモンストレーション」に終わっただろ
う、と述べて
(93)
いる。確かに、POはファイルへのアクセスに対するいかな
poprawy,GW,14.11.2006.
(92) Os?wiadczenie Zespo u Opinii Etycznych w sprawie znowelizowanej ustawy
 
o IPN,GW,27.10.2006.
(93) Lustracja podpisana i do poprawy,GW,14.11.2006.
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る制限にも反対しており、PiSの一部などにもそのような考え方が存在し
たから、拒否権が覆される可能性を否定することはできなか
(94)
った。それで
は、なぜ憲法法廷に申立てる道を選ばなかったのであろ
(95)
うか?
この点を考えるうえでは、当時、カチンスキ兄弟をはじめとする PiS
の政治家たちと憲法法廷との関係が極めて険悪であったことを念頭に置く
ことが必要である。06年から07年にかけて、憲法法廷は PiSが重視した
一連の法律等に対して相次いで違憲判決を下して
(96)
いた。これに対して、カ
チンスキ兄弟らは、憲法法廷の裁判官の国家の手を縛る「リベラル」な法
思想や「出自」を捉えて攻撃し、憲法法廷の年次裁判官総会をボイコット
するなど、あからさまに敵対的な態度をとる一方、人事権を利用して憲法
法廷にいわば「わが方の人物」を送り込むことによってそれを「獲得」す
ることを公言していた。情報開示法が制定されたのは、連立政権主導の裁
判官人事が混乱を伴いながら進行しつつある時に当たっていたのである。
大統領としては、そのような憲法法廷に申立てを行なうことは、政治的に
も心理的にも躊躇を覚えざるをえなかったであ
(97)
ろう。
(２) 07年改正
12月27日、カチンスキ大統領は、予告どおり情報開示法の改
(98)
正案を国会
に提出した。
(94) Co prezydent zrobi z lustracj GW,27.10.2006.
(95) 憲法学者のサドゥルスキは、憲法法廷に対する一連の敵対的態度の一環として
このことを厳しく批判している（W. Sadurski, Porz  ek konstytucyjny, w:L.
Kolarska-Bobin?ska, J. Kucharczyk (red.),Demokracja w Polsce 2005-2007,
Warszawa,2007,s.55-56）。
(96) ラジオ=テレビ法改正法違憲判決（06年３月23日）、弁護士法等改正法違憲判決
（06年４月19日）、銀行問題調査委員会設置決議違憲判決（06年９月21日）など。
(97) 96年法に署名する前に、カチンスキ大統領は、若い世代の人民共和国史専門の
歴史家を招いて会談している。ドゥデクは、OZIリストの公表の問題性を説明し、
「第四共和国建設の理念のあらゆる反対者に理想的な旗印を与えるだけ」だと説得
したが、成功しなかったという（Dudek,op. cit.,s.292-293）。
(98) Druk nr1258.
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提案理由によれば、膨大な対象者について、しかるべき期間内に IPN
アーカイヴが所蔵する文書についての証明書を交付することを予定した情
報開示法は、IPNの組織的=技術的能力等から見て「執行不能」と認めな
ければならない。また、証明書を交付するというコンセプトの欠陥は、そ
れが、IPNに保存されている文書は真正なものであり、具体的な人物と
旧国家保安機関との結びつきの存在だけではなく、その内容をも疑問の余
地なく反映している、という信頼に立脚していることである、という。そ
こで、大統領案は、情報開示法に次のような修正を加えることを提案し
た。
第１に、証明書の交付というコンセプトを放棄し、浄化対象者が提出し
た浄化声明の真偽を裁判所が審査するという協力開示法のスキームに戻る
ことである。ただし、このスキームの実効性を高めるために、裁判所に審
査の申立てを行なうのは公益弁務官ではなく、IPNに新設される浄化局
〔Biuro Lustracyjne〕とする、ワルシャワ控訴裁判所に集中していた浄化
裁判所は、IPNの支部のある11の管区裁判所とし、各控訴裁判所への上
訴を認める、手続は公開とし、刑事訴訟法典の規定を準用するものとす
る、判決ののちに新たな事実または証拠が発見された場合などには、浄化
手続が再開される、浄化対象者が真実に合致しない浄化声明を提出したこ
とを確認する確定判決は、その者を必ず失職させるべきものとして扱われ
る、といった一連の修正を加えるものとされた。また、協力の有無につい
て声明を提出させる以上、「協力」概念が改めて法定されることになる。
協力を認めた場合、そのことが漠然と官報に掲載されるのみであり、協力
に対する道徳的評価が事実上放置されていたとして、協力の内容について
の情報を公開し、社会的審判に委ねることとされた。
第２は、IPN浄化局の任務のひとつとして、IPNアーカイヴに保存さ
れている文書に登場する人物と関連情報について、次のようなカテゴリー
ごとにカタログを作成し、インターネットで公開することである。①秘密
の情報提供者または情報獲得工作の支援者、国家保安機関によってそのよ
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うなものとして扱われた者など（いわゆるOZI）、②国家保安機関の職員、
③国家保安機関による情報蒐集の対象となっており、その職員または協力
者であることを証明する文書の存在が確認されなかった者（公開に同意し
た場合）、④統一労働者党・統一農民党・民主党の指導的地位に就いてい
た者など。これは、証明書の交付と関連情報へのアクセスの保障というス
キームを放棄したことへの代替措置と見ることができる。
第３に、06年の情報開示法が公的任務を遂行する者について公開されな
い情報を「健康状態または性生活についてのデータ」としていたのに対し
て、改正案は「エスニックなまたは人種的な出自、宗教的信念、信仰上の
帰属を明るみに出す情報ならびに健康状態および性生活についてのデー
タ」と拡大した。また、自己にかかわる文書への匿名化措置なしのアクセ
スを認められた者が公開の留保を求めることができるのは、当初の情報開
示法によれば、その者の「私的、家族的生活についてのデータを含む情報
および名誉と名声にかかわる情報」とされていたが、改正案では「エスニ
ックなまたは人種的な出自、宗教的信念、信仰上の帰属を明るみに出す情
報ならびに健康状態および性生活についてのデータ」のほか、「財産状態、
とりわけ不動産および文化財をなす動産を明るみに出す情報」とされた。
07年１月11日、早くも大統領改正案の第一読会が行なわれた。一貫して
新浄化立法に反対の態度をとり、これに先立つ８日に情報開示法の審査を
憲法法廷に申立てていた SLDは、協力開示法のスキームに戻るという点
で大統領案を一定程度評価したが、POは大統領案とそれを支持した PiS
の変身に激しく反発
(99)
した。しかし、議会審議は急テンポで進み、国会は１
月26日に賛成208、反対122、保留66で可決した。賛成したのは PiSのほ
か「自衛」と野党の PSLであり、POは反対、SLDは与党 LPRととも
に保留に回った。上院修正を受けて、国会は２月14日に改めて可決し、カ
チンスキ大統領は即日署名
(10)
した。こうして、情報開示法の改正法は３月15
(99) クルティカも大統領提案を批判する文書を国会に提出した（Dudek,op.cit.,s.
297）。
ポーランドにおける「過去の清算」の一断面（小森田) 167
日に施行され、カチンスキ首相は、ただちに IPN浄化局長を指名した。
３．憲法訴訟
１）判決に至る経過
(１) 手続の開始
ポーランドの憲法法廷における手続は、一般に次のように進行する。
申立てが行なわれると、申立てに対する見解が被申立人に相当する法令
の制定者（国会制定法の場合は国会議長）と検事総長によって書面で提出さ
(101)
れる。裁判官によるそれらの書面の検討の結果、一定の方向性を打ち出す
見通しが立つと口頭弁論が開かれる。そこでは、申立人、被申立人、検事
総長の代理人によって見解が表明されるが、多くの場合、事前に提出した
書面の趣旨が繰り返される。訴訟参加者と裁判官とのあいだで質疑が行な
われるものの、各裁判官はそれぞれの判断をおおむねすでに固めているの
で、ただちに評議が行なわれて、即日判決主文が言渡され、口頭で判決理
由が示される。書面による詳細な判決理由は、後日公表される。
しかし、情報開示法をめぐる憲法訴訟は、さまざまな点で特異な経緯を
たど
(102)
った。
訴訟は、07年１月８日、一貫して同法に反対していた SLDの国会議員
グループによって提起された。ところが、２月14日に情報開示法の改正法
が成立したため、申立人の主張の一部は現実性を失うに至った。そこで、
２月28日に開かれた口頭弁論で、憲法法廷は、１ヵ月以内に改正を踏まえ
た法律全体について違憲の主張を改めて文書で提出することを申立人に義
務づけて、審理を延期した。
２月28日の口頭弁論では、法律の施行日をめぐる混乱が明らかになっ
(10) Dz.U.Nr25,poz.162.
(101) 申立人の主張とそれに対する見解は、判決書において詳細に記述される。
(102) 以下の経緯は、07年５月11日に下された判決の記述にもとづく。
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た。改正法は、それが情報開示法本体の施行日（３月15日）よりも２週間
早く、すなわち口頭弁論の日である２月28日に施行される、と定めている
（このような措置は、憲法法廷に手続打切りを余儀なくさせるためだ、と語られ
た）。ステンピェン長官は、改正法によって改正された法律、例えば IPN
法は今日から施行されるのか、３月15日から施行されるのか、を明らかに
しようとした。この点について、検事総長の代理人、SLD代理人のカリ
シ、国会代理人ムラルチクの見解は異なっていた。ウェントフスカ判事
が、なぜ経過規定を定めなかったのか、なぜ改正後の統合テキストを準備
しなかったのか、これらすべてがカオスをもたらし、国家と法に対する市
民の信頼の原則を侵しているとは考えないかと質したのに対して、ムラル
チクは信頼の原則を侵している可能性があることを認めた。検事総長の代
理人は、施行日は３月15日だと言明
(103)
した。
施行日が重要な意味をもつのは、浄化声明を提出する義務を負う者の使
用者は、30日以内に提出義務者にその旨を通知し、通知を受けた者は30日
以内に、法定された書式に従って、法律に列挙された機関において勤務し
または協力したか否か、したとすれば、いかなる機関で、どのような職務
を、いつ遂行したかについて声明を提出しなければならないことになって
いたからである。浄化対象者が声明の提出に遅延したときは、職を失うこ
とになっていた。
３月28日、申立人が２月の改正を踏まえて主張を補充した（これに対す
る見解を、国会議長は５月４日に、検事総長は５月８日に提出する）。同時に
申立人は、憲法法廷によって事件の審理が行なわれる時まで、３月15日に
施行されていた法律の執行を留保するよう公的権力の機関に命ずる決定を
下すことを求めた。しかし、憲法法廷は４月11日にこの申立てを退けた。
と同時に憲法法廷は、上記のようなスケジュールを睨みながら審理を早め
る腹を固めていた。４月18日、憲法法廷長官は、口頭弁論期日を５月９
(103) Lustracja pe na chaosu,GW,1.03.2007.
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～11日と指定したのである。
ところが、４月20日、ツォルの後任として PiS政権下の06年に市民の
権利弁務官（オンブズマン）に選出されていた J.コハノフスキが、情報開
示法改正法に対する憲法適合性審査の申立てを行なうという挙に出た。彼
の主張は SLDの提起した論点と重なっており、この時期に独自の申立て
を行なった彼の動機は不透明である。しかし、少なくとも客観的にはそれ
が審理延期の主張に根拠を与えるものであったことは間違いない。実際、
彼の申立ては４月23日に訴訟参加者に手交され、５月８日までに見解を提
出することが求められたのであるが、国会議長 L.ドルン（PiS）は、５月
４日、８日、９日に３通の書簡を憲法法廷に送り、見解をまとめる時間的
余裕がないとして口頭弁論の延期を求めたのである。
しかし、口頭弁論は予定どおり５月９日に始められることになる。
(２) 市民的不服従
憲法法廷における審理スケジュールをめぐる攻防の背景には、次のよう
な事態の進行があった。
ひとつは、情報開示法によって新たに浄化対象者とされたジャーナリス
トと大学人を中心に、同法に対する厳しい批判と「市民的不服従」の動き
が広がっていたことである。口火を切った「ガゼタ=ヴィボルチャ」紙の
記者 E.ミレヴィチは、自身のブログで次のように述べた。
?浄化法は、ジャーナリストに浄化声明を提出することを命じている。
だが、私は次の理由で提出しない」。第１に、「３つの可能性がある。私は
公安の職員だったか TW〔秘密協力者〕だった。私は PRLの権力に反対
し、彼らは私を監視していた。私は家にいて、彼らと交わることはなかっ
た。はじめの２つの可能性のいずれかが起こったかは、遅くとも半年後に
わかるだろう。なぜなら、遅くとも９月15日までに、IPNは TW と職員
と彼らによって監視されていた者についてのさまざまなデータを含んだカ
タログを公表しなければならないからだ。もし、それらのカタログのどこ
にも私がいなければ、論理的な結論は、私は PRLと闘わなかったし、彼
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らも私と闘わなかった、ということだ」。第２に、「もし私が PRLで反対
派だったとしたら、それは、いま誰かに良い行ないか悪い行ないかについ
て告解するためではない。告解するとしたら、その必要があるときであっ
て、何らかの権力が、それが民主的な権力であっても、私にそれを求める
ときではない。繰り返すが、もし私が反対派だったとしたら、それは即座
にそのことを自慢するためなどではない」。第３に、「ジャーナリストの浄
化の支持者たちは言う。ジャーナリストは浄化されなければならない、な
ぜなら読者がどう考えるかに影響力をもっているからだ、と。だが、私が
浄化されさえすれば、私が述べたり書いたりしたことに対していかなる政
治家も実業家も私に金を払っていないと読者は確信をもてるのか? もし
かしたら、私は賄賂をもらっているかもしれないではないか? …残念な
がら読者は、注意深く読み、比べ、さまざまなソースから情報を得て、そ
うして初めて誰を信頼するかを決めるしかない
(104)
のだ」。
彼女に同調した「ポリティカ」誌の J.ジャコフスキは、「われわれの国
家がそれを使って市民を貶める悪法を、反対もせずに執行することがわれ
われには許されるのか」と問い、各人自身の決定にもとづく「市民的不服
従」の正当性を主張
(105)
した。
これに対して、「ジェチポスポリタ」紙、「ヂェンニク」紙などのジャー
ナリストたちは、連名の書簡を発表して彼らを批判した。
?信頼性と誠実性は、われわれの職業の遂行の基本的条件である。この
ことがまさに、公人を評価し清算すること、世論の名において発言するこ
とをわれわれに可能にするのだ。浄化声明の提出ボイコットの支持者たち
によって開始された行動は、この信頼性を危険に晒している。ジャーナリ
ストは浄化を望んでいないとポーランド人が考えること、また不明確な理
由で自らを法の上に置き、彼らの過去の清算に同意しないということに、
われわれは同意することはでき
(106)
ない」。
(104) Moja przesz os?c?jest moja,http://ewamilewicz.blox.pl/html.
(105) J.
･
Zakowski,Dzi kuj Ewie Milewicz,GW,8.03.2007.
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一方、大学では、３月19日にワルシャワ大学法=行政学部教授会
〔Rada〕が「民主的法治国家にとっての脅威についての決議」を採択し
た。決議は、法の道具的扱い、与党による公的制度の簒奪、メディアとり
わけ公共ラジオ=テレビの独立の制限、憲法法廷の独立に対する攻撃、無
罪推定の原則の明白な不尊重など、近年の政治生活における危険な諸現象
を列挙するとともに、浄化法についても「深刻な倫理的・憲法的疑問」が
あるとし、自らの良心の声と適切に理解された公益への配慮に導かれた多
くの誠実な市民が、同法の規定に従うか、それに服従するのを拒否するか
の選択を迫られている、と批判
(107)
した。21日には、同大学評議会〔Senat〕
が、現在の形での浄化法は大学の自治と民主主義の対する脅威であると
し、憲法法廷の判決が出るまで浄化を停止することを求める決議を全会一
致で採択した。法学部長によれば、学長は声明を提出しなかった者の解雇
には署名しない、と述べたという。歴史学部長は自ら、浄化には服しない
と語
(108)
った。
(106) Lista otwarty dziennikarzy w sprawie lustracji, Rzeczpospolita, 13. 03.
2007.
(107) Zagro･zone demokratyczne pan?stwo prawa,GW,20.03.2007.
(108) Wstrzyman?t lustracj ,GW,22.03.2007.
情報開示法を厳しく批判する点では一致する法律家のあいだでも、市民的不服従
に対する態度には違いが見られた。前憲法法廷長官のサフャンは、民主主義国家に
おいてメディアで公表することを禁止することなど想像することができない、とく
に、浄化上の虚偽を行なった者だけではなく、浄化声明の提出が遅れ、あるいはお
よそ提出しない者も対象になるこのような制裁は考えられない、したがって、声明
提出のボイコットの意味は理解できる、と述べた。これに対して元長官のツォル
は、民主主義国家においては、憲法法廷の審査のように、法に反対する法的可能性
が利用されつくされていないあいだは、市民的不服従には疑問がある、抵抗は、絶
対に根本的な価値を侵害するような法が問題になっているときには正当化されるだ
ろうが、浄化法の場合にはそうだと断言することは困難だ、として慎重な態度を示
した（Konstytucjonalis?ci oceniaj ustaw lustracyjn i bojkot os?wiadczen?lus-
tracyjnych,GW,12.03.2007）。
このような、情報開示法そのものや浄化対象者たちの対応をめぐるさまざまな言
説は興味深い分析対象であるが、これ以上立ち入ることはできない。
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もっとも、大学人が情報開示法にもとづく浄化への批判で一致していた
わけではない。クラクフのヤギェウォ大学では、法律の施行とともに、
「浄化声明を提出しない者は、浄化虚偽者のカテゴリーに入れられ、学長
の決定なしに自動的に地位を失うであろう」とする学長見解のもとで、情
報開示法にもとづく手続が開始されて
(109)
いた。
このほか、大きな議論を呼んだのは、体制転換過程における指導的な知
識人=政治家のひとりで、当時欧州議会議員を務めていた B.ゲレメクが、
情報開示法にもとづいて重ねて浄化声明を提出することを拒否したことで
あった。国家選挙委員会が、声明の不提出は欧州議会議員の地位の喪失を
もたらすという態度を示したため、ゲレメクを擁護する声がヨーロッパに
広が
(10)
った。
(３) カタログ開示への動き
もうひとつの動きは、IPNが情報開示法にもとづくカタログの公表を
急いでいたことである。
２月28日の口頭弁論のさい、ムラルチクは、情報開示法が浄化裁判所に
よる浄化と IPNによる秘密協力者等のカタログの公表という２つの独
・
立
・
し
・
た
・
浄化手続を定めているとした。改正によって法律本文からは消えたが
前文に残っている「OZI」をどう理解すべきかという問いに対して、彼
は、カタログの公表のさいには、浄化裁判所の判決にも情報開示法に含ま
れている「協力」の定義（秘密で自覚的な協力）にも縛られることなく、
「職務上の接触」「工作上の接触」といった多様なカテゴリーのもとに国家
保安機関によって記録されたすべての者が考慮されるだろう、と答弁し
た。しかも、６ヵ月を待たず、この２～３ヵ月のあいだにも、IPNが最
初のカタログを公表してしまうかもしれなかったため、ステンピェン長官
は、憲法法廷が憲法適合性を審査するまで IPNが公表を差し控えるよう
希望する、と述べるほどであ
(11)
った。
(109) UJ nie straci ani dnia lustracji,GW,27.04.2007.
(10) Europa:Nie damy odebrac?mandatu Geremkowi,GW,21.03.2007.
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実際、IPNは４月に、OZIのリストを公表する準備に着手している。
５月４日、クルティカはドゥデクを呼び、数日後に数百人の氏名を含んだ
最初のカタログを公表するつもりであることを告げた。この公表によって
IPNが激しい攻撃の対象となり、数多くの訴訟が起こされ、敗訴すると
確信していたドゥデクがその理由を説くと、具体的に誰と認めることは避
けたものの、「政治家によって圧力を受けている」ことを認めたという。
５月７日、ドゥデクは、憲法法廷の判決の前にも、判決の言い渡しから
確定までのあいだにも目録の公表を行なうべきではない、という旨の書簡
をクルティカ宛に書いた。すると７日から８日にかけての深夜、クルティ
カは電話で公表を止めることを伝えてきた、という。ドゥデクは、この作
戦の発意者との「長く、恐らく劇的な会話」があったであろうことを示唆
しているが、その者の名を明かすことは避けて
(12)
いる
(４) 口頭弁論
５月９日。開始された口頭弁論の冒頭で、まず国会議長による延期の申
立てが審理された。国会代理人のムラルチクによれば、彼は議員グループ
の申立てについてしか代理権を与えられていない、なぜなら、国会の立法
委員会は４月25日に国会の見解を表明する決議を採択するために集まった
が、弁務官の申立てが届いた（４月23日）のが遅かったため、これに対応
することはできなかった、したがって、改めて立法委員会を開催する必要
があるが、時間が足りないため口頭弁論の延期を求める、というのであ
る。議員グループは、２つの申立てを分離し、弁務官の申立てを別個の手
続に付すことが可能だとして延期の申立てを棄却するよう求めたが、弁務
官と検事総長の代理人は、国会議長の主張に同調した。憲法法廷は、国会
代理人の代表権が及んでいないことを理由に弁務官の申立てを除外して別
の手続に付すこと、国会議員グループの申立てについては見解を示すため
の期間として30日が指定され、期限に遅れたとはいえそのような見解はす
(11) Kiedy os?wiadczenia lustracyjne i“listy agento?w”?GW,2.03.2007.
(12) Dudek,op. cit.,s.301.
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でに提出されていることを理由に、国会代理人の延期の申立てを棄却する
ことを決定した。
延期が否定されると、ムラルチクは、今度は憲法法廷の個々の裁判官に
ついての疑義を提起した。まず、３月19日のワルシャワ大学法=行政学部
教授会が浄化法に批判的な決議を採択したことに関連して、ヴィジコフス
キ判事はこの会議のメンバーであり、したがって彼がこの決議の採択に参
加し投票したかどうか、どのような発言をしたかが問題になる、その公平
性についての疑問を引き起こしかねない状況が存在する蓋然性がある場合
は、その裁判官は除斥されることになるので、ワルシャワ大学法=行政学
部に問い合わせて裁判官の公平性の問題が解明されるまでは、審理を延期
する必要がある、と彼は主張した。
さらにムラルチクは、ステンピェン長官、マズルキェヴィチ判事、ウェ
ントフスカ判事の３名について、それぞれの発言を問題にした。ステンピ
ェンの発言というのは、ある新聞におけるインタビューで、IPNの文書
を広く公開することは許されないという見解を表明した、というものであ
った。問題視されたマズルキェヴィチの発言は、国会における討議のさい
に（彼はかつて SLDの国会議員であった）、浄化法はニュルンベルグ法と同
様の性格をもっているという見解を表明したという記事が、新聞に掲載さ
れた、というものである。また、ウェントフスカについては、92年（?）
の新聞に掲載された、文書の公開と浄化に同意しないという公開状に加わ
った、ということが問題にされた。ムラルチクは、これらは彼らの公平性
についての疑問を引き起こすものだとして、除斥を申し立てたのである。
申立人と検事総長代理人の見解を聞いたあと評議した憲法法廷は、４つ
の決定を行なった。ヴィジコフスキの件についてワルシャワ大学に照会す
るという申立てについては、教授会に出席はしたが、決議の準備にも討論
にも投票にも参加していないという判事の声明があり、それで十分である
という理由で、これを棄却した。ウェントフスカについては、彼女が署名
した92年の公開状は（決定はそのような表現を用いてはいないが）「マチェレ
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ヴィチ=リスト」にかかわるものであり、当時は本件の審査対象となって
いる法律も審査基準の憲法もまだ制定されておらず、したがってその発言
は本件手続の対象とはかかわらないとして、除斥の申立てを退けた。マズ
ルキェヴィチの発言も、同様の背景のもとで92年になされたものであり、
憲法法廷は、ウェントフスカについてと同様の理由で除斥の申立てを棄却
した。ステンピェンの発言について言えば、（個人的な見解ではなく）ある
事件の判決についての憲法法廷の見解について報告したさいのものであ
り、除斥を根拠づける事由にはあたらない、とした。
こうして、優先的に審議されるべき形式的（手続的）申立てが尽きる
と、憲法法廷はようやく実質審議に入り、３月28日付けの文書で拡張され
た申立てに対する手続参加者の見解の聴取が行なわれた。
ところが、翌10日の審理の冒頭、ムラルチクは、情報開示法にもとづ
き、国会議長の名において IPN所蔵の文書を入手した、との声明を読み
上げた。それらの文書は、グジボフスキ判事が内務省第一局第二部によっ
て “Krakatau”なる仮名で「工作上の接触〔kontakt operacyjny, KO〕
として登録され、ヤムロス判事が内務省第一局カトヴィツェ支所によって
“Ladro”なる仮名でKOとして登録されたことを示している、という。
ムラルチクは、この文書をめぐって除斥の事由が発生するか否かを審査す
るために、審議を延期するよう求めたのである。
休廷ののちに再開された審理の冒頭、ステンピェン長官は２人の判事の
声明を読み上げた。グジボフスキの声明は、①内務省を含め国家保安機関
によってあれこれの資格で登録されたという事実は知らないし、いかなる
仮名も知らない、②情報開示法にいう国家保安機関において働いたことも
協力したこともない、③このような確信にもとづいて、01年と07年に浄化
声明を提出している、④自己浄化手続を申し立てる用意があることを宣言
する、⑤外国旅行のさい、ヤギェウォ大学対外協力課に業務報告書
〔rutynowe sprawozdanie〕を提出したことはある、⑥本件の審議への参
加についての決定は長官に委ねる、というものであった。ヤムロスの声明
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においては、同じくいかなる国家保安機関ともいかなる形態においても協
力したことはないとするとともに、77年にフランスに留学する前に当時の
国家保安機関の職員が接触してきて協力するよう慫慂したが、一切の協力
を拒否したこと、78年に帰国したのちも当該職員が改めて接触してきて、
少なくとも何らかの学術的資料を渡すよう求めたが、これも拒否したこと
が明らかにされるとともに、何らの義務を負ったことも、何かに署名した
ことも、何らかの協力への期待を持たせることもなかった、との言明がな
されていた。
これらの声明を受けて、長官としてこの種の事項の処理の権限をもつス
テンピェンは、２名の裁判官を本件から除斥することを決定し、憲法法廷
は審理延期の申立てを棄却した。「疑惑」を投げかけられた２名の裁判官
についての真相の解明を後回しにして、審理を進めることが優先されたの
である。
ところが、再開された実質審理の途中で、メディアをつうじて新たな事
実が明らかになった。ヤムロスのファイルは、彼が77年にモラル上の理由
から公安機関との協力に同意せず、78年には登録解除されていたこと、ま
たグジボフスキのファイルは、彼が登録されたのは89年６月19日、すなわ
ち政治的転換に道を拓いた６月の部分的自由選挙のあとであったことを示
していた。２名の裁判官を除斥する前提としてステンピェンが目を通した
のはムラルチクが提出した「手書きのメモ」であり、そこには上記のよう
な事実は書かれていなかった。この点についてステンピェンに問われたム
ラルチクは、これらの情報を隠したことについて満足な答を与えることが
できなかった。
一連の経過が示したのは、法律をともかく施行させることをめざす勢力
によって、それにブレーキをかけかねない憲法法廷の審理を引き延ばすた
めの執拗な努力が行なわれた、ということにほかならない。そのような勢
力の一翼を担っていた IPNが、ムラルチクがわずか１日で文書を入手す
るのに特別の便宜を図ったのは明らかであ
(13)
った。憲法法廷はそのような試
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みをことごとく退けたが、それが裁判官の一致した立場であったというわ
けではないことは、後述するとおりである。
翌11日、憲法法廷は注目の判決を下した。
２）判決
(１) 法廷意見
15名の裁判官のうち、１名（M.コトリノフスキ）は裁判官に任命される
まで LPRの国会議員であって、審査対象である情報開示法の審議に加わ
っていため、もう１名（M.グラナト）は任命されたばかりであるため審理
に加わらず、グジボフスキとヤムロスは除斥されたので、判決に加わった
のは11名であ
(14)
った。そのうち９名が少数意見を書いている。実に78にもの
ぼる論点ごとに投票を行なうため、裁判官の半数以上が少数意見を書くと
いうことが起こりうるので
(15)
ある。それにしても、かつてない数の少数意見
であった。
法廷意見はまず、憲法法廷のこれまでの判決から導き出される浄化の実
体法的・手続的規範化の原則を概要次のように定式化し、これらの標準は
憲法法廷をも拘束する、とした。
①最高の国家的職務に就いている者もしくは就くことを求めている者、ま
たはとくに高度な水準の責任および社会的信頼と結びついているその他の公
(13) この出来事についてドゥデクは、カタログの開示を思いとどまったことによっ
てようやく回復された「クルティカは政治的圧力に耐えることができるだろうとい
う希望」を揺り動かした、と述べている。圧力をかけたのは誰かについて名指しす
ることは避けているが、クルティカが早い段階から J.カチンスキに心酔していた
ことを示すエピソードを挙げている（Dudek,op. cit.,s.302-304）。
(14) 仮に、ムラルチクの主張するようにステンピェン、マズルキェヴィチ、ウェン
トフスカが除斥されていれば、裁判官は８名となり、審理に必要な最小人数の９名
を下回るところであった。
(15) ただし、法廷意見に反対した裁判官がすべて少数意見を書くわけではない。し
たがって、外部からは賛否の票数や裁判官の意見分布を完全には知ることができな
い、という問題がある。
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職に就いている者の結びつきと依存性を調査する、法によって定められたメ
カニズムとして理解される浄化の手続は、憲法とりわけその２条に表現され
た民主的法治国家の概念への適合性の観点からも、国際的標準の観点から
も、原則としては疑問を生じさせるものではない。
②旧全体主義的共産主義体制の遺産の解体手段は、基本的人権および民主
化のプロセスを脅かす危険性に対して向けられたときにのみ、民主的法治国
家の理念と調和させることができる。
③全体主義的共産主義システムの遺産を清算するさい、法の支配に立脚し
た民主的国家は、正義に奉仕する代わりに復讐欲を満たすべきではなく、適
切な裁判を受ける権利、聴聞を受ける権利または防御権のような人権と基本
的自由を、権力の座にあったときに自らはそれらを適用しなかった者に対し
ても適用しなければならない。
④遡及効をもつ刑事規定の制定と適用は許されない。他方、実行されたと
きには国内法に従って犯罪とはなっていなかったが、文明化された諸国民に
よって受容された法の一般原則に従って犯罪と認められたあらゆる行為また
は懈怠のかどで、あらゆる者を裁判にかけ処罰することは許される。当該の
者の行為が人権を明白に侵害しているならば、命令を執行したのだという主
張は、行為の違法性をも個別的有責性をも排除するものではない。浄化法は
もっぱら個別的にのみ適用されうるのであって、集団的に適用されてはなら
ない。
⑤裁判的方法によって追及されるようないかなる犯罪も実行しなかった
が、全体主義的な共産主義レジームにおいて高い地位を占め、それを支持し
ていた者に対する浄化は、集団的ではなく個別的な適用、防御権、無罪の推
定、裁判所に上訴する権利の保証など、いくつかの規準が満たされるなら
ば、民主的法治国家が機能する諸原則と合致しうる。
⑥浄化の目的は、新たに生まれた民主主義の防衛であり、有責と認められ
た者の処罰ではない。
⑦法の支配に立脚した国家が機能する諸原則に適合した浄化法は、少なく
とも次の諸条件を充足しなければならない。（a）浄化はもっぱら、人権を
侵害する行為に関与し、または民主化のプロセスを妨げることを目的に一定
の地位を利用することによって浄化に付される者が作り出す、永続的で自由
な民主主義にとっての脅威を除去しまたは減少させることのみに資すること
ができる。（b）浄化は、罪に対する応報の形態としての刑罰を科すために
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これを用いることも、復讐のために用いることもできない。（c）私的または
半私的な組織における職務が基本的人権および民主化のプロセスを掘り崩す
ことを可能にし、またはそれらに対する脅威をもたらすようなことはきわめ
て限定されているがゆえに、浄化をこれらの職務に対して適用することはで
きない。（d）人の態度および習慣における肯定的な変化の可能性を評価し
ないことはあってはならないがゆえに、浄化にもとづく職務就任の禁止は、
合理的な時間的範囲のあいだ効力を有するべきであり、民主主義国家のシス
テムが強固になりしだい効力が停止されるべきである。（e）就任を禁止する
ことができるのは、重大な人権侵害となる行為を実行するよう命令を下し、
このような行為を実行し、または著しい程度においてそれを援助した者に対
してである。（f）「自覚的な協力者」の浄化は、法律によって定められ、適
切な手続によって検証される明晰な規準に合致する者に対してのみ許され
る。（g）浄化手続は、誠実な裁判手続の枠内において定められた完全な保
護を保障することと結びついていなければならない。
⑧浄化法の規定の適切な解釈を求めるさいには、1944～89年における共産
主義国家の国家保安機関のすべての活動は、国家権力が共産党装置によって
独占的に行使されることを保障することを目的としており、この目的を達成
する方法は、全体主義的な、またはのちの時期においては少なくとも権威主
義的な権力行使形態であることを念頭に置くことが必要である。社会は客体
として扱われ、政治的反対はせいぜいのところ大目に見られたにすぎず、そ
れも権力によって画された限界内に限られていた。この目的に、国家保安機
関の工作・捜査単位のあらゆる活動とそれによって作り出された文書も奉仕
していた。まさにこの事実を、IPNにおいて蒐集された文書の内容を考慮
して法を適用するすべての機関は念頭に置くべきである。
次に憲法法廷は、以上の諸原則にもとづき、浄化の規制についての枠組
みおよび限界を次のように定めた。
①人および市民の「古典的」（個人的および政治的）権利を規制するさい
には、個人に最大限の自由を残すことが憲法の基本原則であり、これらの権
利・自由を制限するあらゆる規制は憲法
(16)
31条において定められた特別の要件
(16) ?憲法上の自由と権利の行使の範囲の制限は、もっぱら法律において、民主的
国家においてその安全もしくは公共の秩序のために、または環境、健康もしくは公
共の道徳、または他の者の自由と権利を保護するために必要な場合にのみ、これを
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に適合したものでなければならない。
②浄化声明を提出する義務と関連したサンクションは刑事的〔penalny〕
性格をもつため、上記の要請はとくに重要である。
③統制される法律の刑事的性格の帰結として、憲法適合性の統制の強さは、
審査される規定が憲法上保証された基本的権利にかかわればかかわるほど、
またより強く個人にサンクションを科すものであればあるほど、大きくなる。
④法律の目的は全体主義的装置における活動またはそれとの協力の開示で
あり、公的生活の公開性の保障、名誉を傷つけるものと認められうるような
過去の事実による脅迫の除去、およびこれらの事実を社会的判断に委ねるこ
とである。
⑤本質的なのは、過去において国家保安機関の職員、働き手および協力者
であった者が、公的生活の透明性の名において、勤務、活動または協力の事
実を開示することによる事実の確定であり、協力そのものは、公的職務を遂
行する道を市民に閉ざすものではない。したがって、公的職務を遂行し、ま
たは遂行しようとしている者にとって否定的な帰結をもたらすのは、協力で
はなく、真実に合致しない声明の提出である。
⑥刑事手続に近似した浄化手続の性格および刑事訴訟法典の規定のしかる
べき適用の命令からは、例えば、「疑わしきは浄化される者の利益に」の原
則や防御権のようなあらゆる手続的保証、とくに無罪推定の原則の保障が導
き出される。
⑦憲法は、自己にかかわる公文書およびデータ=セットにアクセスする権
利、および誤った情報、不完全な情報または法律に反する方法で集められた
情報の訂正および除去を求める権利を定めており、この情報上の自律性は、
もっぱら憲法31条３項において示された観点からのみ制限されうる。
⑧国家のいかなる利益も、誤った情報、不完全な情報または法律に反する
方法で集められた情報を保存することを許し正当化することはできない。
⑨上記の諸原則に立脚すべき法律的規制を行なう場合、特別な意義をもつ
のは、例えば、規制の客体と主体の範囲、個人の事項と社会の事項への国家
の介入の深さ、サンクションの性格と痛みのような法律的規制のあらゆる本
質的な構成要素を指し示す比例性の原則である。
定めることができる。この制限は、自由と権利の本質を侵害するものであってはな
らない。」
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以上のような一般論を展開したうえで判決は、97年の協力開示法、06年
の情報開示法、07年改正における浄化のモデルについて以下のように整理
する。
協力開示法によって採用された浄化手続は、浄化される者にとって不利益
な法的効果を正しくない浄化声明の提出という事実と結びつけるものであっ
た。06年情報開示法は、浄化声明を提出するという要請を放棄し、公的職務
を遂行することを求める者が、その者にかかわる国家保安機関の文書が
IPNのアーカイヴに存在するかどうかについての公式の確認によって、独
特の「身元証明」を行なう義務を導入した。当該の者が全体主義国家の機関
によって情報源として扱われていたことを示すような文書の存在は、法律に
おいて示された法的効果をもつ浄化欠格〔lustracyjna dyskwalifikacja〕を
もたらすものであった。浄化手続のもうひとつの姿は、いわゆるカタログの
公表である。このカタログは、国家保安機関におけるさまざまなタイプの活
動もしくは勤務、またはそれらの機関との協力を行なうさまざまなカテゴリ
ーの者にかかわる情報を、ポーランド人民共和国の全期間にわたって、国家
保安機関の実務において自らの利便のために区分され定義されたこのような
活動、勤務または協力のさまざまな態様を考慮したカテゴリーに従って、個
別に含むべきものであった。このカタログを準備し公表する義務は、IPN
に課された。このようなカタログに掲載されることも、浄化欠格と同義であ
った。情報開示法において現われたまったくの新基軸は、国家保安機関にお
いて活動・勤務し、それらと協力した者にかかわるさまざまな種類のデータ
が、国家保安機関がデータを蒐集するさいに、その者が秘密の協力者または
補助者として扱われていたことの痕跡であるところの記録データのみが保存
されているに過ぎないような者のデータですら、別個のカタログにおいて公
表されることになっていたことである。さらに、別のカタログには、これら
の機関が、秘密の方法を含めて目的意識的に蒐集されたデータにもとづいて
その者についての情報を集めていたことを立証する文書が保存されている者
が含まれることになっていた。これは、情報開示法によって廃止された「被
害者」のカテゴリーにあたる。別のカタログは、ポーランド労働者党、ポー
ランド統一労働者党、統一農民党および民主党の指導的地位に就いていた
者、共産主義国家の閣僚会議構成員および中央国家行政機関の長についての
ものとなるはずであった。このカタログに掲載される者は、「被害者」と認
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定されるあらゆる条件を充たす場合ですら、「被害者」の範囲から除かれた。
立法者の意図は、協力の概念の定義における重点を、協力開示法によって作
られ憲法法廷によって解釈された、協力の客観的要素だけではなく主観的要
素をも含むような定式から、もっぱら客観的なカテゴリーへと移すことであ
った。
07年改正は、カタログの公表を放棄しないままに、浄化声明を提出するこ
とを義務づけるという10年来行なわれてきた手続に戻った。同時に、浄化の
客体（公安機関とされる機関の一覧表）と主体（浄化される者）の範囲を著
しく拡大した。IPNの文書を公表するという原則は変更しなかったが、文
書にアクセスできる者の範囲を著しく拡大し、このアクセスを客体の点でも
主体の点でも著しく差別化した。
情報開示法を以上のように把握した憲法法廷は、個々の論点について以
下のような判断を示した。
第１に、法律の目的について。
前文それ自体は法律の名宛人にとって法的効果を生み出すものではない
が、法律の解釈を方向づけているのであり、憲法法廷によって行なわれる憲
法適合性の分析にとって意味をもつ規範的言明として扱われるべきである。
前文において宣言された目的は、正しくない声明を提出した事実から否定
的な法的帰結を引き出すことではなく、公的信頼を必要とする職務が、「自
らのこれまでの行動によって誠実さ、高潔さ、自らの行為に対する責任感、
市民的勇気と廉直さ〔prawos?c?〕の保証を与え、過去において与えた者によ
って占められることを保障する必要性」、およびこのような職務を遂行する
者についての情報に対する権利を市民に保障すること、である。同時に前文
は、法律の目的が、法律において示された現象形態において全体主義体制と
協力した者を非難し、罰することであることを示している。浄化声明が
IPNの資料に含まれている情報の内容に照応しないことがしかるべき機関
によって確認された場合は、職業を遂行する権利の10年間の剥奪という帰結
が生ずる。同様の帰結は、期限内に声明を提出しない場合にも発生する。こ
のようなサンクションは、本性上、刑罰的性格をもっている。
第２に、法律の刑事的性格について。
前文において明らかにされた法律の刑事的アスペクトは、〔規定の〕正確
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性と一義性の程度、誠実で効果的な裁判上の保護を保証するような手続的要
請、無罪推定と責任の個別化の原則のような刑事的規制にふさわしい評価の
標準を用いてその憲法適合性を評価する必要性をもたらす。
第３に、協力の定義について。
情報開示法は、協力開示法にいかなる修正も加えることなく、国家保安機
関の工作・捜査機関との自覚的かつ秘密の協力として協力を定義している。
この理解は、98年の判決によって批判的な統制を受け、協力の意思表示自体
では十分ではなく、受入れた協力を現実化する実際の行動が必要であるとい
う条件のもとで合憲と認められた。憲法法廷の判決の路線（acquis con-
stitutionnel）の安定性は、国家およびそれによって制定された法に対する
信頼という憲法原則の構成要素をなす価値であって、多くの判決によって確
認された一定の路線からの離脱には極めて重要な根拠が必要であるが、その
ような根拠は存在しない。
協力の証拠は、IPNのアルヒーフに文書・記録等々が存在することを援
用することに限定されてはならない。もしそうだとすれば、すでに18世紀に
克服された法定証拠主義の独特の形態を根拠なく受容する、ということにな
ってしまうであろう。協力を立証するためには、浄化声明が真実と合致して
いないという完全な証明、とりわけ自覚的行動という要素が不可欠であり、
その立証は、法適用機関によって協力という非難が提起された時点でなされ
ていなければならない。
第４に、添付文書について。
情報開示法は、浄化の手続のひとつとして、国家保安機関と協力した者に
ついての情報を含むカタログの IPNによる公表を定めている。IPNの添付
文書２は、協力の数十の現象形態を挙げている。したがって、何よりもま
ず、この添付文書に列挙された協力者の定義を定めなければならないが、情
報開示法も IPN法もこのような定義を含んでいないがゆえに、専門家を除
けば、国家保安機構の秘密の訓令の形をとった文脈なしには解読困難であ
る。したがって、これらの用語それ自体は規範的内容を含んではおらず、秘
密の訓令のテキストを頼りにして初めて理解できるが、法治国家において
は、秘密の規範的アクトまたは擬似規範的アクトは、現行法としての価値を
もつことはできない。したがって、添付文書２は、作法にかなった
〔przyzwoita〕立法の原則に反する。
また、添付文書２は、それによって構成されるカタログに包含される者に
早法87巻２号（2012）184
対する差別的な性格をもっている。社会的に欠格させるようなデータの開示
が、一般的にアクセス可能な形（電子的アクセス）で行なわれる。それは、
全体主義国家の機関が持っていた観念を写し出し、非合法な方法で蒐集さ
れ、したがって誰によっても検証されず、全体主義的装置の文書を作成した
者のメンタリティと現実評価を反映した情報である。データの開示がまず行
なわれ、検証と防御手続の発動の可能性は事後的な性格をもつ。こうして、
データを開示される者はプライヴァシーの保護の領域において差別され、民
主的法治国家において「不可欠」なもの以外の市民についての情報にアクセ
スさせることの禁止が破られている。
第５に、「人的情報源〔ozi〕」の概念について。
oziの概念は、添付文書において列挙された人的カテゴリーの中で意味上
もっとも広い。添付文書に挙げられた者はすべて、少なくとも oziであり、
同時にすべての oziは（情報開示法前文に照らせば）刑事的なスティグマを
与えられる。しかも、IPNの裁量的決定によって、oziの主体面の範囲はさ
らに拡張される。この決定は行政的不服申立ての対象とはならず、このこと
は効果的な防御手段が欠如していることを意味する。前文が oziと認められ
た者の社会的に否定的な評価をあらかじめ定めていることは、情報開示法が
サンクションを定めていない場合（例えば、私的セクター、職務を遂行して
いないがゆえに規制対象となりえない者、外国人、「疑惑を受けながら」自
らの浄化事件の解決を待っている者）ですら、oziおよび自らの周囲におい
て oziに寛容な態度をとる者に対して、「万一に備えた」解雇を悪用する可
能性、メディアに対する認可の延長の拒否、oziと手を切ろうとしない使用
者に対する行政的・財政的妨害の悪用など、法律において規定されてはいな
いが合法的な手段を適用することを促すオポチュニズムを悪用する好適な土
壌を生み出す。
第６に、公的職務を遂行する者のカタログについて。
情報開示法の定める浄化声明を提出する義務に服する「公的職務を遂行す
る者」の範囲は、協力開示法と比べて著しく拡張されている。このような拡
張は、情報開示法の目的が欧州評議会の文書および欧州〔人権〕条約をめぐ
る判決に照らした浄化の目的から外れていることを明白に示している。欧州
評議会の文書に照らせば、浄化の目的は、何よりも全体主義的遺産からの民
主主義の保護である。主要な目的の実現に従属する二次的目的は、非難すべ
き全体主義的レジームと協力した個人の個別的な処罰である。そのさい欧州
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のスタンダードは、時の経過とともに、職員を脅迫するために全体主義的装
置の資料を悪用する可能性があるという論拠は弱まる、ということを想定し
ている。このような事情は、浄化される者のカタログは、実質的な理由から
拡大されるべきか、それとも時の経過につれて限定されるべきかという問い
に対する答えを求めるさいに考慮に入れられなければならないが、それ自体
は、最終的に採用された規制が合憲か違憲かを確定する十分な前提条件では
ない。そのような前提条件となるのは、刑事的規制にふさわしい憲法的スタ
ンダードの観点から見た立法の適正さ、ならびに憲法51条
(17)
２項の観点から見
たその不可欠性および憲法31条３項によって立てられた要請に照らした必要
性である。
情報開示法４条の構成が示しているのは、公的職務のカタログの構築にと
って決定的な意義をもつのは、その〔法律における〕列挙であって公的職務
の本質ではない、ということである。したがって、公的職務を遂行する者と
は、遂行される職務の性格や本質のいかんを問わず、カタログに列挙された
すべての者ということになる。
憲法61条
(18)
１項の規定に照らせば、公的権力の任務の遂行および自治体財産
または国庫の財産の管理をつうじて公的職務を遂行する者となる、というこ
とは疑いえない。憲法法廷は、何よりも、「公人〔osoba publiczna〕」とい
う概念は「公的任務を職務する者」という概念とは同義ではないことを強調
している。前者の用語ははるかに広く、公的生活において、人びとの態度や
意見の形成という観点から見て本質的な地位を占め、例えば芸術、学術、ス
ポーツなど種々の達成のゆえに広く関心を呼び起こす者をも含んでいる。
「公的職務を遂行する者」という概念は憲法61条１項の法概念と緊密に結び
ついており、したがって公的制度（公的権力の機関）と形式的結びつきによ
って関係している者が問題になっていることは疑いない。すべての公人が公
的職務を遂行していると認められるわけではない。その私生活が公衆の正当
な関心の対象となりうるような者の範囲を定めるさい、一元的なメカニズム
(17) ?公的権力は、民主的法治国家において不可欠なもの以外の市民についての情
報を入手し、蒐集し、これにアクセスさせてはならない。」
(18) ?市民は、公的権力の機関および公的職務を遂行する者の活動についての情報
を得る権利をもつ。この権利は、経済的および職業的自治の機関ならびにその他の
個人および組織単位が、公的権力の事務を遂行し、自治体財産または国庫の財産を
管理する限度において、それらの活動についての情報を得ることをも含む。」
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が存在し、ありうべき介入の範囲を審査する規準が存在すると主張すること
はできない。
以上の考察に照らせば、公的職務を遂行する者のカテゴリーは、公的権力
（imperium）とも自治体財産または国庫の財産の管理（dominium）ともい
かなる関連をももたない職務・職業は含まないことは疑いない。とりわけ、
次の者は憲法61条１項の意味における公的職務を遂行していない。非公立大
学の学長・副学長および非公立学校の校長。ラジオまたはテレビ番組の流布
に対する認可を得た法人の取締役会または監査役会の構成員、およびそのよ
うな認可を得た自然人。プレス法の意味における発行人の取締役会または監
査役会の構成員、発行人たる人的会社の社員、または発行人たる自然人。金
融監督委員会の監督に服する主体の管理、監督または統制機関の構成員。教
授、准教授、客員教授、助教授、専任講師または上級講師の職に雇用されて
いる研究職員、研究=教授職員または教授職員。非公立大学の指導的職務に
従事している者、とりわけ学部長または副学部長、所長および副所長等。会
計士、税務顧問。ジャーナリスト。ポーランド=スポーツ同盟等の管理機関、
監督機関または内部統制機関の構成員。
第７に、浄化手続について。
①立法者は、ワルシャワ控訴裁判所における浄化裁判手続を放棄した。こ
のことは、同裁判所による〔管区裁判所の〕第一審判決に対する控訴審の必
要性と結びついており、予期される事件の数を考慮すれば正しい。
②エスニックなまたは人種的な出自、宗教的信条、宗派的帰属を開示する
情報ならびに健康状態および性生活についてのデータの開示が国家保安機関
職員にかかわるときは裁判所の職権による手続の公開性の排除を禁止するの
は、手続主宰者の決定の自由の過度な法律的制限であり、この規定にかかわ
る市民グループを差別するものであって、人間の尊厳の原則に反するいやが
らせ的性格を帯びている。
③国家保安機関における活動もしくは勤務またはそれらとの協力について
非難された者から、その者が公的職務を遂行していないときは浄化に付され
る可能性を奪うことは、差別的規定である。旧浄化法のもとではこのような
規定の立法理由（浄化される者の範囲の狭さ、単一の浄化裁判所の可能性の
制約）を探し出すことができるのに対して、浄化される者のカタログが拡大
された現在では、このような解決法の目的は理解しがたい。この種の制限
は、法律施行前に公的職務を遂行していなかった者のみを非難されている者
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のグループ全体から除去するものであるがゆえに、恣意的に差別的である。
④ IPNが声明の真実との合致についての見解を裁判所に提出する期限を
定めていないのは、適正な立法の原則に反する。期限の厳格な定めのない場
合は、遅滞ない行動の義務〔と理解するの〕が適当であるという一般原則
は、この場合は効果的ではなく、不定の期間、非難によってもたらされた否
定的な効果にさらされる不安定な状況が作りだされる。
⑤情報開示法は、正しくない声明の提出に対して、10年の被選挙権喪失と
いうただひとつのサンクションのみを定めている。このようなサンクション
は、国家保安機関の職員の場合はかろうじて正当化できるとしても、虚偽を
述べた協力者に対して、協力がどのような性格をもち、どれだけ続いたかに
かかわりなく同一のサンクションを科すことは、比例性の原則を尊重したも
のと認めることはできない。旧浄化法は、協力を開始した状況やその経過を
捨象して浄化声明の正しさ自体に力点を置いていた。活動、勤務または協力
の事実そのものは法律によって非難されず、国家保安機関とのこの種の結び
つきの非難可能性は、いくぶん副次的に再構成されていた。現行法は、こと
がらをその名のとおり呼ぶことによって、とりわけ法律前文の内容をつうじ
て、この種の偽善と手を切っている。しかし、もっぱら浄化声明の正しさの
みを審査することから協力の実質的側面に重点移動することは、その協力の
効果についてニュアンスを与える可能性、その結果として裁判所が言い渡す
被選挙権喪失の期間の区別と結びついていなければならない。憲法的性格を
もつ被選挙権の限度を法律によって固定的に指定することによって責任を個
別化する可能性を裁判所から奪うことは、著しく比例性を欠いた立法的介入
である。
職務遂行の可能性を10年喪失するというサンクションについても同様のこ
とが言える。国家保安機関との協力を強制されて、または生命・健康の喪失
の恐れのもとで開始した者についても、浄化声明が正しくないことが確認さ
れたことの効果のひとつが職務遂行資格の喪失であるということは理解しが
たく、内的に矛盾している。このような者の行動は、強制のもとでの行為は
意思表示一般の無効性をもたらすものである以上、サンクションを加えるこ
とを排除する前提条件と認められなければならない。
第８に、期限内の声明不提出の効果について。
浄化声明を提出する期限の違反は、その理由や遅延の程度のいかんを問わ
ず、遂行している公的職務を剥奪する義務的な前提となる。浄化声明を期限
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内に提出しないことと正しくない声明を提出することとを法的効果の点で同
一視すること自体、憲法的疑義を惹き起こす。
判決は、IPN法のその他いくつかの規定についても違憲判断を示して
いるが、これについては後述する。
(２) 少数意見
９つの少数意見の論点は多岐にわたり、長大なものも少なくない。が、
これを４つのグループに分けることが可能である。前２者は法廷意見より
もいっそう厳しく違憲性を認めるもの、後２者は法廷意見を原則的に批判
し、情報開示法をおおむね合憲とするものである。
第１は、法律全体の違憲性を認めるよう求めた申立人の主張に同意する
B.ズヂェンニツキである。
彼が法律全体を違憲とする理由の第１は、カチンスキ大統領が06年の情
報開示法には憲法上の疑義があるとしつつこれに署名したうえで改正法案
を提出した、という経緯である。ズヂェンニツキによれば、大統領は憲法
に違反すると見なす法律を憲法法廷の事前統制に付すという手続を経るこ
となくこれに署名することはできないのであり、このような「立法手続の
違反」は情報開示法（改正法を含む）の違憲性をもたらす、という。
第２に彼は、実質的な論点として、過去（歴史）と法との関係を問題に
する。ズヂェンニツキによれば、行為時の法律に照らして犯罪ではない行
為を事後的に処罰することと、民主的プロセスを擁護することを目的とす
る過去の清算とは区別されなければならない。前者は（人道に対する罪な
どとして認定される場合は別として）許されず、後者に対しては行政的手段
の適用のみが認められる（97年の協力開示法も強制的手段と実質的な意味で
の刑事的手段とのハイブリッドに立脚しており、問題がある）。このような前
提に立って彼は、情報開示法の「規範的ジンテーゼ」としての前文に着目
する。前文は、1944～90年の、「絶対的悪」である「共産主義」と結びつ
いているがゆえに「犯罪的な国家」と91年以降の国家とを対置し、国家の
連続性と手を切ることによって、「すべての者を拘束する道徳的評価」を
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導入している。前文が指し示す法律の目的は、「共産主義国家の国家保安
機関」とあれこれの仕方で関連をもっていた者に「誠実さ、高潔さ、自ら
の言葉と行為に対する責任感、市民的勇気と正しさの保証を与えない」者
として「処罰的なスティグマ」を貼ったうえで、いわゆる「公共的信頼」
を必要とする地位・職業に従事する者についての情報を得る権利を市民に
保障することにほかならない。しかし、「法は、過去についてのひとつの
評価を押しつけ、そのような評価から市民に対する一定の法的帰結を引き
出すことはできない」のであり、前文は法と倫理との関係を転倒させてい
る、という。
第２は、浄化法についての憲法法廷の従来の判決のラインを重視すると
いう観点から、「協力」の定義について合憲限定解釈にとどめた法廷意見
を批判したウェントフスカら４名で
(19)
ある。
これらの少数意見が問題にしたのは、情報開示法の「協力」の定義が、
98年の憲法法廷判決が示した５要件を反映することなく協力開示法の規定
を踏襲していることであった。例えば、５要件を立法者にとって不可欠の
前提となる acquis constitutionnelであると考えるウェントフスカは、情
報開示法の定義は法適用実務をつうじて５要件が考慮される障害にはなら
ないとはいえ、法適用実務が acquisに適合的なように実際に形成される
十分な保障にはならないとし、憲法法廷はより断固とした方法で、すなわ
ち協力の上記の要件を明
・
示
・
的
・
に
・
法規範に導入するような仕方で判決を定式
化すべきだとして、合憲限定解釈にとどまった法廷意見を批判した。彼女
は、５要件に言及しない判決の定式が、５要件を踏まえて潔白を認める確
定判決がなお生きていることについての「根拠のない疑問」の源泉となり
(19) 彼らの簡潔な少数意見はこの論点に限定されており、全体としては、彼ら４名
と長官のステンピェンが法廷意見の基調を構成した、と推定される。なお、前述し
たように、ムラルチクによって問題視されたのがこれら４名の中の J.チェムニェ
フスキを除く３名（ウェントフスカ、ヴィジコフスキ、マズルキェヴィチ）とステ
ンピェンの過去の言動であったのは、偶然ではないであろう。
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かねないことを懸念したのである。
第３は、同じく憲法法廷の従来の判決のラインを重視するという観点に
立ちながら、浄化を何よりも政治問題ととらえ、政治問題についての立法
府の立法裁量、したがって合憲性の推定と合憲限定解釈による処理を強調
するM.ギントフト-ヤンコヴィチらである。ギントフト-ヤンコヴィチ
は、民主的国家における公的生活の透明性の本質的保証としての公的情報
へのアクセスを拡大することがヨーロッパにおける明確な傾向であること
を強調したうえで、法廷意見が何よりも浄化対象者の権利の保障に対する
配慮に導かれてバランスを失していることを批判した。
第４は、ギントフト-ヤンコヴィチと同様に立法裁量を強調するが、そ
の根拠を何よりも前文の価値論的内容に求め、それを法律本文の解釈の導
きの糸とすべきだとする T.リシチと Z.チェシラクである。この両者は、
国会議長の審理延期申立てを認めなかったことを批判している点でも共通
している。
リシチによれば、あらゆる浄化手続の疑問の余地のない前提は、「未来
の恒久的土台の建設の名において過去についての記憶を洗い清める〔oczy-
szczenie〕という思想」であり、浄化をめぐる論争の基礎にあるのは、
「共産主義体制による国民の隷属のメカニズムを定義し、民主主義と市民
社会を建設する方法」である。ここから彼女は、論争の基本的部分は憲法
の領域ではなく政治的領域において行なわれているのだとする。その意味
するところは、提案理由や前文から「民主的メカニズムの構成要素は公的
権力の装置だけなのではなく、民主的国家は明確な価値的=道徳的基準に
も立脚していなければならない」という命題を読み取り、この命題を正当
とする立場から、浄化の規制における立法裁量を広く認めてゆくというこ
とにほかならない。このように旧体制に対する価値論的評価を強調する一
方、リシチは、浄化法が刑事的性格をもつという法廷意見の見解を否定す
る。なぜなら、法律によって定められたサンクションは共産主義体制との
協力の事実のゆえに発動されるのではなく、裁判手続で立証された「浄化
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上の虚偽〔k amstwo lustracyjne〕」（浄化声明において虚偽の申告をするこ
と）または法規に不服従せず浄化声明を提出しないことの帰結として発動
されるのだからである、という。
一方、同じく前文の内容を重視するチェシラクは、そこに現われている
立法者意思を憲法法廷として尊重するという論理を一応介在させているリ
シチとは異なり、「人間の尊厳の概念と真実、自由、誠実さおよび愛国主
義との不可分の結びつき」、真実と虚偽との対置、記憶といった価値論的
前提を、前文を敷衍する形で自
・
ら
・
積極的に引き出し、それに同一化すると
いう態度を示している。同じく前文の内容を重視しつつ、そこから逆の結
論を引き出しているズデェンニツキとは対極の位置にあるのがチェシラク
の少数意見である、と見ることができよう。
３）訴訟の帰結
(１) 判決の執行
５月11日の判決は、大きな議論を呼んだ。その議論の状況の分析も重要
な課題で
(120)
ある。また、憲法法廷の判決の執行とは何を意味するかという、
より一般的な問題も
(121)
ある。が、ここでは先を急ぎ、判決に対する直接的対
応としての法改正について手短に触れておくにとどめ
(12)
たい。
第１に、憲法法廷は、浄化対象者が提出すべき声明の書式を違憲とし
た。協力開示法とは異なり、情報開示法は、国家保安機関との協力の２つ
(120) P.J.Jastrz bski,Glosa krytyczna do wyroku Trybuna u Konstytucyjnego
 
z 11V 2007r.,sygn.akt K 2/07,Gazeta S dowa,Nr6,2007.
(121) この問題については、K.Gonera,E. towska,Wieloaspektowos?c?nas pstw
 
stwierdzenia niekonstytucyjnos?ci,Pan?stwo i Prawo,nr5,2008を参照。
(12) 判決の執行状況について、憲法法廷はモニタリングを行ない、定期的に文書を
出している。Biuro Trybuna u Konstytucyjnego.Zespo? orzecznictwa i studio?w,
Nat  stwa orzeczen?Trybuna u Konstytucyjnego w orzecznictwie s do?w,pis?mien-
nistwie prawniczym i dzia alnos?ci prawodawczej,Informacja okresowa4〔21〕/
2010,styczen?2011.
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の形態を想定している。「自覚的かつ秘密の協力」と、現行法にもとづく
義務をなす「自覚的行為」で人権侵害を意図して国家保安機関に情報が引
き渡された場合とである。後者においては秘密性が要件とはなってない、
という違いがある。ところが、法律の添付文書として付けられている声明
の書式の文言は、これら２つの形態についての関連条文に言及しながら、
あたかも秘密の協力についてのみ開示する義務が存在するかのようなもの
となっていた（憲法法廷は、上記のような変化が加えられたにもかかわらず協
力開示法の書式をそのまま引き写したのではないか、と推測している）。その
結果、後者の形態で協力した者が、秘密ではないので「協力しなかった」
と声明すると、虚偽と判断されかねないという事態を生む可能性があった
のである。憲法法廷はこの点をとらえ、「作法にかなった立法の原則」の
違反、ひいては民主的法治国家規定（憲法２条）から導出された「法に対
する信頼の原則」違反と判断した。
他の論点の場合とは異なり、これは単なる立法技術上の瑕疵の結果にす
ぎないとも言えるかもしれない。しかし、06年10月に制定された法律に07
年２月になって改正が加えられた「内容的にも構造的にも複雑な法律」の
統合テキスト（改正内容を組み入れた法律の全文）が作成されていない中で
慌しく声明の提出が求められ、提出をボイコットする動きが生ずるという
状況下において、とりあえず浄化プロセスを中断させるという意味では、
直接的な影響のもっとも大きな論点であった。とくに問題を差し迫ったも
のとしたのは、７月はじめに「土地疑惑〔afera gruntowa〕」と呼ばれる
事件に関与したとして、連立与党を構成する「自衛」の党首A.レッペル
が副首相兼農相のポストを追われる、という出来事が発生したことであっ
た。連立体制は大きく動揺し、やがて議会の早期解散の可能性が視野に入
ってくることになるのである（実際、９月７日に国会は自己解散を決議し、
10月21日に選挙が行なわれた）。議員候補者は浄化手続の対象であり、した
がって選挙を実施するためには、違憲状態を除去しておくことが必要であ
った。
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そこで、７月27日、PiSは浄化声明の書式に絞った情報開示法の改
(123)
正案
を国会に提出した。国会は、早くも８月24日に圧倒的多数で改正案を可決
し、自己解散を決議した９月７日、上院改正を踏まえて最終的に改
(124)
正法が
成立する。
こうして、違憲とされた旧書式にもとづく声明は返還され、新たな書式
にもとづく浄化プロセスが再開された。声明が誤りであると申立てるのは
公益弁務官に代わって IPN浄化局の検察官であり、審査するのはワルシ
ャワ控訴裁判所に置かれた浄化裁判所に代わって各地の管区裁判所とな
(125)
った
第２に、IPNのアーカイヴ文書については、判決直後に、SLDを除く
与野党のあいだでこれを公開する方向での話し合いが行なわれて
(126)
いた。し
かし、当面実行されたのは、研究者とジャーナリストに対する文書開示の
問題についての違憲判決への対応であった。IPN年法は、そのような開
示に対して IPN総裁の同意を求めているが、判決は同意を得るための基
準を示さず、総裁の裁量に委ねている点を違憲と判断したのである。
IPN法改
(127)
正案は、６月１日に連立３党と PSLによって提出された。
IPN総裁の同意という要件を外し、代わりに、研究実施を目的とする場
合で申請者が研究者ではない場合は同種の研
(128)
究者の推薦状を、プレス法上
のプレス素材を公表する場合は編集部または出版者の委任状を求めること
とすること、文書の開示は技術的な行為だとする一方、開示拒否は行政手
(123) Druk nr2010.
(124) Dz.U.Nr165,poz.1171.
(125) 浄化問題の経験のない裁判官が担当するため、鑑定人を IPNから呼ぶことに
なり、IPNが訴追人と合わせた二重の役割を果たす、という問題が生じている
（IPN bieg y oskar･zyciel,GW,22.08.2011）。
(126) I co dalej z lustracj ,GW,16.05.2007.
(127) Druk nr1758.
(128) 成立した法律では、「人文科学、社会科学、経済または法の分野」の研究者と
された。
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続上の効果を生む行政的決定という形式によるものとし、不服申立ての手
続を明確にすること、がその内容であった。改正法は、早くも６月29日に
国会によって採択さ
(129)
れた。
(２) 憲法法廷裁判官の「浄化」
前述したように、情報開示法をめぐる憲法訴訟は、国会の代理人が浄化
という訴訟の争点そのものにかかわる何名もの憲法法廷判事の適格性を問
題とする、という特異な経緯をたどった。それは、憲法法廷の審議を延期
に追い込み、その間に浄化声明の提出期限（５月15日）が到来するという
当面の効果を狙った戦術であるように見えた。だが、その狙いが失敗し、
予定どおりの日程で判決が下されたあとも、憲法法廷判事に対する追及が
止んだわけではなかった。
追及の担い手となったのは、まず市民の権利弁務官コハノフスキであっ
た。08年１月、彼は、上記の IPN法改正法の憲法適合性の審査を憲法法
廷に申立てた。研究実施を目的とする場合の文書開示について、申請者が
研究者ではない場合はしかるべき分野の研究者の推薦状を求めるという規
定は、「研究者」の概念が不明確であって明確性の原則に反し、さらに研
究の自由に対する不均衡な介入であって違憲である、というのがその理由
である。口頭弁論は同年11月25日に予定された。ところが、直前の20日に
なってコハノフスキは、すでに２月５日に決まっていた５名の担当裁判官
のうち、報告裁
(130)
判官のウェントフスカ、リシチ、マズルキェヴィチの３判
事の除斥を申立てた。「本件における公平性」についての疑問を生じさせ
る理由として彼が挙げたのは、ウェントフスカについては、彼女の夫 J.
ウェントフスキ（故人）は公安機関の協力者であった、彼女自身、92年の
国会決議を批判する書簡に署名した「公然たる浄化批判者」であるとする
新聞報道、リシチについても、彼女の夫が公安機関の秘密協力者であり、
彼自身、実際に協力はしなかったものの徴募されたことは認めているとす
(129) Dz.U.Nr140,poz.983.
(130) 判決原案を起草する裁判官。
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る新聞報道、マズルキェヴィチについては、非共産化・浄化法案をめぐる
92年の発言についての新聞報道であった。このような申立てが憲法法廷に
届く数時間前、憲法法廷長官にリシチによる回避申立てが提出さ
(131)
れた。11
月20日、憲法法廷長官は除斥申立てについて審理するための裁判廷（３
名）を指名し、憲法法廷がリシチの申立てを認容したため、本案を審理す
る裁判廷の補充を行なった。25日、３名の裁判廷は、除斥についての考え
方を整理したうえで、マルズキェヴィチとウェントフスカに対する除斥申
立てを退け、リシチについての手続を打ち切る決定を行な
(132)
った。同じ25
日、憲法法廷は、07年の IPN法改正法について合憲
(13)
判決を下した。コハ
ノフスキが根拠として挙げる新聞報道が06年ないし07年のものであること
を考えると、奇怪な行動と言うほかはない。
次に、上記の除斥問題を審理した３名の裁判廷の報告裁判官であったヴ
ィジコフスキが、70年代に内務省高等将校学校で講義を行なっていたこと
を浄化声明に記載しなかったことを理由に、INPによって訴追さ
(134)
れた。
情報開示法が列挙する国家保安機関の中に内務アカデミーは含まれている
が、彼が行政法の講義を行なっていた内務省高等将校学校は含まれていな
い。同様の事例で、記載義務はないとする裁判例がすでにあるにもかかわ
らず、IPNは訴追を強行したのである。これに対して、ヴィジコフスキ
が所属するワルシャワ大学法=行政学部の教員、全国の25名の法学部長・
副学部長、科学アカデミー法学委員会が相次いで抗議声明を出し、類推適
用と拡大解釈を批判
(135)
した。09年12月、ワルシャワ管区裁判所は虚偽の申立
(131) コハノフスキからリシチに対する直接的な働きかけが事前にあったことを示唆
するこの事実は、すぐ後に述べる11月25日の決定において指摘されている。
(132) 169/9/A/2008.決定は、ウェンフスキは科学アカデミー法学研究所の所長とし
て職務上公安職員と接触していたこと、しかしいかなる密告も行なっていなかった
ことは公知の事実であり、彼の浄化声明も疑問視されたことがない、とするウェン
トフスカの声明を引用している。
(13) K 5/08.
(134) S dzia Trybuna u Konstytucyjnego do lustracji,GW,8.10.2009.
早法87巻２号（2012）196
てではないと判決し、10年５月には、ワルシャワ控訴裁判所が原判決を維
持する判決を下
(136)
した。
07年５月の審理のさいに除斥されたグジボフスキも、引き続き追及の対
象となった。09年６月23日、憲法法廷は PiS政権下の06年６月に「第四
共和国」の言わば鉄腕として設置された中央腐敗対策局〔CBA〕の設置
法の一連の条項を違憲とする
(137)
判決を下した。報告裁判官はグジボフスキで
あった。すると、IPN浄化局次長の P.ゴンタルチクが時を置かずして
IPNクラクフ支部を訪れ、グジボフスキに関連する文書のさらなる探索
を促す行動に出た（グジボフスキはヤギェウォ大学教授で
(138)
ある）。IPNのウ
ェブサイト内にあるカタ
(139)
ログには、それぞれの人物について「IPNの検
察官は、浄化声明の真実との適合性についての疑問が確認されなかったが
ゆえに、案件を終結させることを命じた」と言った注釈がつけられてい
る。しかし、そのことは審査が最終的に終了したことを意味するわけでは
なく、何らかの文書が発見されたとしていつ何どき訴追が行なわれるかも
しれなかった。こうして、憲法法廷の裁判官たちは、際限のない「疑い脅
えさせる雰囲気」（科学アカデミー法学委員会声明）のもとに置かれていた
ので
(140)
ある。
このような中で、憲法法廷自身が動いた。10年７月13日、憲法法廷裁判
官総会は、情報開示法にもとづく浄化声明の提出にかかわる責任は刑事責
任に該当し、したがって同法にもとづく憲法法廷裁判官の責任追及には憲
法法廷の事前同意が必要であるという憲法上の免責特権が及ぶ、とする決
議を採択
(141)
した。しかし、８月４日、IPNは、免責特権の解除を求めるこ
(135) S dziowie“w kr gu podejrzen?”IPN,GW,26.08.2009.
(136) S dzia Wyrzykowski nie k ama,GW,15-16.05.2010,M.Wyrzykowski
(rozmowa),To by aby s?mierc?cywilna,GW,26.05.2010.
(137) K 54/07.
(138) Gontarczyk nie odpuszcza s dziemu Trybuna u,GW,10.07.2009.
(139) http://katalog.bip.ipn.gov.pl/.
(140) S dziowie“w kr gu podejrzen?”IPN,GW,26.08.2009.
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となく、浄化上の虚偽の疑いでグジボフスキをクラクフ管区裁判所に訴
(142)
えた。憲法法廷の決議を公然と無視したので
(143)
ある。
(３) ?第四共和国」への審判と IPNのゆくえ
さて、07年10月に行なわれた議会選挙では、PiSが推進した「第四共和
国」に反発する有権者、とくにこれまで選挙に参加したことのない若い有
権者の動員に成功した POが第１党となり、PSLと連立政府を構成した。
新国会は、「バルバラ=ブリダ元議員の悲劇的
(14)
な死の状況を調査する調査
委員会」と「特務機関および司法の職員に対する違法な影響力の行使につ
いての調査委員会」という２つの調査委員会を設置し、「第四共和国」の
構築を標榜した PiS政権下での現実に迫る構えを築いた。
IPNに対する批判も高まった。批判は、IPNがアーカイヴ機能と歴史
研究機能と浄化を含む訴追機能とを（内部において組織的な分化が行なわれ
ているとはいえ）一身に兼ね備えていることによって、一方では、アーカ
イヴ文書が浄化＝「過去の清算」という政治的行為に縦横に利用され、他
(141) Uchwa a Zgromadzenia Ogo?lnego S dzio?w Trybuna u Konstytucyjnego z
 
dnia 13 lipca 2010roku.決議には、異例にも11対３という票決結果が明記されて
いる。渦中のグジボフスキは、票決に加わっていない。
(142) IPN nie przejmuje si immunitetem,GW,13.08.2010.
(143) その後、クラクフ管区裁判所は憲法法廷決議を踏まえて手続を打切ったが、ク
ラクフ控訴裁判所は形式的な理由でこの決定を取消した。同時に同裁判所は、別の
検察官の事件をめぐって、最高裁判所にこの「法的問題」についての回答を求める
申立てを行なった。最高裁は、11年３月、検察官の免責特権は文字どおり犯罪に対
する刑事責任にのみ適用されるのであり、浄化手続においては適用されない、とす
る決議を採択した。憲法法廷と異なる見解を示したのである。IPNの検察官は、浄
化上の手続は「準刑事手続」であり刑事訴訟法典は「準用」されるにすぎない、憲
法法廷決議は「傑出した法律家たちの意見」であって、IPNはこれに拘束されるも
のではない、と主張した（Lustrowanie z immunitetem i bez,GW,24.03.2011）。
(14) 07年４月25日、シロンスク地方において人気の高い SLDの政治家ブリダを、
国内安全庁職員が汚職の容疑により自宅で逮捕しようとしたところ、拳銃自殺した
とされる事件。ブリダに対する嫌疑には根拠がなく、政治的フレームアップであっ
た可能性が高いと見られている。国会調査委員会の報告書案は、自殺ではなかった
可能性もある、としている（Druk nr4553）。
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方では、アーカイヴ文書に依拠した歴史研究が、PRLをめぐる歴史像の
修正というクルティカ総裁の率いる IPNの「歴史政策」によって方向づ
けられていることに向けられた。こうして、アカデミズムの歴史家とは区
別された「IPNの歴史家」というイメージが形成された。もっとも議論
を呼んだのは、『公安とレフ=ヴァウェンサ』という端的な表題を付した浩
瀚な
(145)
書物の刊行（2008年）である。共著者のひとりは、浄化局次長として
浄化上の虚偽の摘発に動いていたゴンタルチクその人であ
(146)
った。
このような中で、09年９月28日、SLDが IPN廃止
(147)
法案を国会に提出し
た。この法案は、「第三共和国」の20年間は人間の評価を可能にする十分
に長い期間であり、PRLの清算に終止符を打つべき時だとする。IPN
は、研究=教育機能と検察機能とを結合したヨーロッパで唯一の機関であ
り、人間についての真実に近づく２つの秩序、２つのパラダイムの混淆の
結果、ヴァウェンサの扱いに見られるように、同一の人間が裁判所の判決
によれば PRLの公安機関の秘密協力者ではなく、IPNの評価によれば秘
密協力者であるという逆説的な状況がもたらされている。しかも、IPN
はひとつの政治的オプションによって支配されて政治化されている。そこ
で、IPNを廃止したうえで、アーカイヴは新公文書館〔Archiwum Akt
 
Nowych〕に移して「市民アーカイヴ」として別置し、アーキヴィストの
一般原則にもとづいてアクセス可能とする、研究機能は科学アカデミー等
の研究機関に移管する、過去における犯罪行為は、刑法典と刑事訴訟法典
にもとづいて検察官が訴追し、通常裁判所が審理する、また、浄化声明の
提出という形での浄化手続は廃止する、というのが SLDの提案であっ
(145) S.Cenkiewicz,P.Gontarczyk,SB a Lech Wal sa.Przyczynek do biografii,
Gdan?sk-Warszawa-Krako?w, 2008.クルティカ総裁が自ら序文を書いているこの
書物の半分以上は、IPN文書によって占められている。
(146) 07年には、80～81年の『連帯』労組の主要な幹部のひとりでありながら、その
後ヴァウェンサとたもとを分かち、彼のもっとも厳しい批判者のひとりとなったA.
グヴャズダが IPN理事会のメンバーに選ばれている。きわめて政治的な人選である。
(147) Druk nr2624.
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た。
続いて12月２日、POが IPN法等改
(148)
正案を提出した。POの法案は、２
つの問題をとりあげている。
ひとつは、IPNの脱政治化である。IPN総裁は国会によって解任する
ことが事実上不可能であるという意味で首相よりも強力な地位にあり、
IPN理事会の選出手続は IPNの運営に必要な実質的な資質を持った者に
よって構成されることを保証するものとなっていない（07年に選出された
理事会では歴史やアーカイヴの専門家は少数であり、法律家はひとりもいな
い）。そこで、IPN理事会に代えて IPN評議会〔Rada〕を設置し、その
構成員は歴史分野の大学および科学アカデミー歴史研究所等の研究機関の
代表によって構成される選挙人会議によって提案された候補者の中から国
会・上院が選出する（ほかに、全国裁判評議会によって提案された候補者の中
から大統領が任命）とすることによって専門性を高めた上で、この合議体
の役割を強め、総裁の地位と役割を弱める（国会の単純多数決による任免）
ことが提案された。
もうひとつは、IPN文書の公開の徹底である。まず、IPNがOZIと認
めた者に対するアクセス制限を廃止する。この制限は、国家保安機関の旧
職員や協力者が文書を悪用する可能性から被害者を守ることを意図したも
のであったが、実際には、国家保安機関の協力者として非難されている者
の防御権と衝突し、しかも IPNによってOZIは拡大解釈され、また認定
は恣意的であったという。この改正によって、IPNはいかなる文書を誰
に開示するかしないかについての義務から解放されることになる。また、
エスニックな出自、宗教的信念、性生活などについての「センシティヴな
データ」の非開示についての規定も廃止される。このようなデータの開示
に対する責任は、IPNのアーキヴィストではなく、そのようなデータを
入手した者に負わされることになる。これまでの経験に照らせば、国家保
(148) Druk nr2625.
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安機関の文書に「センシティヴなデータ」が出現することは稀であり、そ
れを入手した歴史家やジャーナリストがそれを出版物で利用することもな
かった、という。さらに、開示文書における匿名化措置も廃止される。そ
れによって人びとは、自分についての情報を誰が国家保安機関に渡したか
について完全に知ることができることになる。POの法案は、情報開示法
にもとづく浄化手続には手を触れていない。
10年１月７日、国会は２つの法案についての第一読会を行な
(149)
った。第一
読会は、委員会に付託して立法化への道筋をつけるか、それともこの段階
で退けるかについて決定する場である。それだけに、ここでは法案に対す
る各会派の基本的な態度がもっとも鮮明に表明される。
PO代表のA.ルィヴィツキは、05年までのキェレス総裁時代の IPNを
擁護する一方、「ヴィルトシュタイン=リスト」とクルティカの総裁就任の
いきさつにまで遡り、PiSと一体となったクルティカ時代の IPNを激し
く批判した。PiS代表の Z.ギジンスキが激しい野次で、また演壇で皮肉
ったように、浄化や公安文書の公開をめぐって POは多くの点で PiSと
協調してきたのであるが、クルティカの選出を支持したことを誤りだった
と述べた以外は、そのことに対する省察は乏しかった。
同じ10年１月に公表した新憲法
(150)
草案において、「市民は、国民の独立と
自由の希求、市民の権利ならびに教会〔大文字の教会、すなわちカトリッ
ク教会―小森田〕および独立した社会組織の権利に向けられた共産主義政
党および国家強制装置の1990年１月１日よりも前に実施された行為につい
ての完全な知識を、それらの行為を実施し支援した者についての知識を含
めて、得る権利をもつ」とする規定を盛り込み、IPNを憲法上の機関に
高めていた PiSは、IPN、とくにクルティカ総裁に対するいっさいの批
(149) Sprawozdania stenograficzne z posiedzenia Sejmu w dniu 7 stycznia 2010 r.,
s.152-196.
(150) Konstytucja Rzeczypospolitej Polskiej. Projekt Prawa i Sprawiedliwos?ci,
Styczen?2010.
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判を受け入れなかった。かつて PiSに所属した J.セリンは、IPNの出
版・広報活動の実績を数え上げ、（アメリカの CIAと協力し、81年12月の戒
厳令の前夜に亡命した）R.ククリンスキ大佐に対する“裏切り者”という
評価や（戒厳令を導入するとともに、のちには体制側から「円卓会議」におけ
る妥協を導いた）W.ヤルゼルスキ将軍に対する“愛国者”という評価を世
論において逆転させたことを例に挙げつつ、歴史認識の転換をめざす歴史
政策の担い手としての IPNの功績を称えた。浄化についての PiSの思考
をよく表わしているのは、のちの第二読会で POの法案を批判したムラル
チクである。彼は、教授たちや研究者たちが浄化に服さないことを理由
に、大学にいる公安の秘密協力者たちが IPN総裁の選出に影響を及ぼす
選挙人会議を選ぶことができるとは、「まったく馬鹿げたこと」だとした
ので
(151)
ある。
興味深いのは、07年の選挙において SLDともに「左翼=民主主義者
〔LiD〕」というブロックを組み、議会では独自の立場をとっていた議員た
ちの態度である。旧『連帯』活動家で無所属のA.ツェリンスキは、IPN
が築いてきたのは、「われわれは特務機関の手で独立を闘い取ったのであ
り、ほとんどどこにでも何らかのエイジェントが隠れており、もし誰かが
エイジェントでなかったとしたら、エイジェントが彼に影響を及ぼし、彼
はエイジェントのなすがままにその影響を受ける」というポーランド像で
あるとして IPNを厳しく批判し、（自分は県委員会第一書記ではなかったが
と、IPNの廃止を望むのは旧党幹部だとする PiSの論法を皮肉りながら）SLD
の法案に対する共感を示した。これに対して同じく旧『連帯』活動家で民
主党〔SD〕の B.リスは、IPNの活動のうち浄化手続にかかわる部分に
ついては、国家にとって有害であるだけではなく国家を笑いものにしてい
ると断じたうえで、研究・出版・教育活動に限定すべきだとした。したが
って彼は、SLDの IPN廃止案には同調せず、IPNの指導部のあり方だけ
(151) Sprawozdania stenograficzne z posiedzenia Sejmu w dniu 17 marca 2010 r.,
s.15.
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を変えても何の意味もないとして、浄化の問題性に触れない POの法案を
も批判した。かつて SLDに所属していたポーランド社会民主主義
〔SdPL〕のM.ボロフスキも、左翼の観点から見ても IPNの廃止には賛
成できない、とした。そうすることによって、深いトラウマを残した
PRLという一時期についての誠実な研究と出版にポーランドの現代的左
翼は関心をもってない、という印象が作り出されかねないからである。
第一読会において、SLDの法案は否決されたが、POの法案は SLDも
賛成して委員会に付託された。委員会審議を経て、10年３月18日、国会は
PiSを除き SLDを含む主要会派のすべてが賛成して改正案を可決
(152)
した。
上院は無修正で承認し、大統領の署名を待つ段階となった。
４月10日、ソ連共産党指導部の決定によってポーランド人将校２万名余
が殺害された「カティンの森」事件の70周年を記念する式典に向かうポー
ランド政府専用機が、ロシアのスモレンスク近郊で墜落し、カチンスキ大
統領夫妻をはじめ搭乗していた96名全員が死亡するという大事件が発生し
た。「スモレンスクの惨事〔katastrofa smolen?ska〕」である。その結果、
４月29日に IPN法等改正法に署名したのは、憲法に従って大統領代行と
なった国会議長 B.コモロフスキ（現大統領）であった。「スモレンスクの
惨事」の犠牲者の中には、IPN総裁クルティカ、市民の権利弁務官コハ
ノフスキ、そして IPN総裁の座をめぐるスキャンダルに巻き込まれたプ
シェヴォジニクも含まれていた。
５月28日、憲法法廷判事のウェントフスカが９年の任期を終えて退官し
た。彼女を最後に、07年５月11日判決の法廷意見を構成した裁判官のすべ
てが憲法法廷から姿を消したのである。
(152) Dz.U.Nr79,poz.522.
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おわりに―小括と展望
本稿において垣間見てきたように、浄化とは体制転換後の社会が直面し
ている複雑な一社会現象であり、憲法問題である。浄化を実施することに
対して積極的な立場と消極的な立場とが存在することは確かである。しか
し、このような相違を「浄化賛成派」と「浄化反対派」として単純に仕分
けすることは必ずしも適切ではない。なぜなら、そもそもい
・
か
・
な
・
る
・
浄化を
想定するかについて、考え方に大きな相違が存在するからである。
そこで最後に、問題の整理のために、浄化についての２つのモデルを取
り出してみることにしたい。ひとつは、97年の協力開示法が造型し、憲法
法廷が基本的に憲法適合的なものとして承認し（ないしは補強し）てきた
ものであり、?民主的プロセス擁護=司法モデル>と呼ぶことができる。も
うひとつは、全面的に実現されたことはないものの、ときとして「粗野な
浄化」の形で試みられ、情報開示法（とくに06年段階のそれ）に色濃く投
影されているもので、?道徳的清算=全面開示モデル>と呼ぶことができよ
う。
?民主的プロセス擁護=司法モデル>によれば、浄化の目的は、体制転換
によって生まれ出た民主的なプロセスを擁護することである。具体的に言
えば、民主的プロセスの主要な担い手である公職従事者が過去の経歴を含
めいかなる人物であるかについて知る市民の権利の保障と、その人物が過
去の経歴のゆえに脅迫を受け、民主的決定過程が歪められることの防止、
がその目的である。このような目的に照らし、浄化の主要な対象者は、公
的権力の担い手、とりわけ選挙によって選ばれる者とそれらの者によって
任命される高官となる。民主的なプロセスにおける役割・責任についての
判断を踏まえて、これよりも拡げられることはありうるが、おおやけの生
活から自ら退く道を選択するかぎり、過去の経歴については不問に付され
ることになる。浄化の手段は、旧国家保安機関における勤務およびそれと
早法87巻２号（2012）204
の協力の有無について自己申告（声明）させ、疑問が生じた場合には裁判
手続をつうじてその真実性を点検することである。浄化の効果は、旧国家
保安機関における勤務やそれとの協力の有無そのものではなく（協力の事
実があったとして、そのことをどう評価するかは、例えば選挙職の場合は有権
者の判断に委ねられる）、虚偽の申告（いわゆる「浄化上の虚偽」）に対して
一定期間公職から排除されるというサンクションが加えられることであ
る。協力の事実そのものは非難の対象ではないとされるとはいえ、「浄化
上の虚偽」がありうるという前提には、旧国家保安機関における勤務やそ
れとの協力が、隠そうとする動機の働く不名誉な事実である、という認識
が実際には存在する。だが、「浄化上の虚偽」の背後には、何をもって
「協力」というかという問題が横たわっている。浄化対象者が「協力」に
当たるとは自己認識していない行為が「協力」と認定されれば、「虚偽」
として扱われるからである。したがって、このモデルにおいては、「協力」
の概念を明確化することが重視される。とくに、協力を「約束」するだけ
ではなく、他者にとって「否定的な」意味をもつ情報を「実際に」提供し
たかどうかが重んじられる。さまざまな事情から協力の約束をさせられた
としても、それを行動に移すことを留保したり、当たり障りのない情報の
提供にとどめてやり過ごしたりする場合があるからである。このことと関
連して、証拠としての旧国家保安機関文書については史料批判の眼をもっ
て慎重な扱いがなされる一方、疑わしきは被告人の利益になどの刑事訴訟
上の原則の準用が説かれる。最後に、浄化の目的が民主的なプロセスの擁
護にあるとすれば、体制転換から時がたち、民主的なプロセスが定着する
にしたがって、過去の経歴を問うことの意味は薄まり、脅迫によって民主
的なプロセスが歪められる可能性は弱まる、と考えられることになる。
これに対して、?道徳的清算=全面開示モデル>によれば、浄化の目的
は、過去の真実の開示である。過去とは、政治的に不正なる「全体主義」
体制であり、その体制を支えることを意味する旧国家保安機関への協力
は、それ自体、道徳的な非難の対象である。したがって、浄化の対象者に
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ついて、原理的な限界は存在しない。もちろん、公職従事者の浄化がとり
わけ重視されるのは当然であるが、それは公職の従事者には何よりも、過
・
去
・
に
・
お
・
い
・
て
・
も
・
現在においても道徳的に清廉であることが求められるからで
あり、それゆえに浄化に服し、旧国家保安機関への協力という道徳的瑕疵
が存在しないことを明らかにすることが求められるのである。浄化の手段
としては、論理的には個々の浄化対象者について「協力」の有無を吟味す
るという手続を想定すること可能であるが、対象者が広範にわたるという
一事をもってしても手続的厳格性を追求することは困難であり、結局は、
旧国家保安機関文書を中心とする情報の全面的開示という手段が採用され
ることになる。そのことは、旧国家保安機関文書が証拠価値をもつことの
推
・
定
・
を前提とする、ということにならざるをえない。おのずから、「協力」
の概念も、さしあたり資料を残した旧国家保安機関の側の視点からのもの
となる（旧国家保安機関が「協力者」として徴募すれば、本人がそのことを自
覚していなくても、「協力」となる）。浄化の効果は、第一義的には情報開示
のもたらす社会的サンクション（道徳的非難）ということになろう。より
具体的に過去の事実をどのように評価するかは、有権者、任命権者、使用
者などが倫理的観点から判断することになる。もちろん、旧国家保安機関
の文書の証拠価値の推定を覆す余地は存在する。しかしそれは、文書の全
面開示を経た事後的な手続としてのみ成立する。最後に、以上のような浄
化の必要性は時間の経過とは関係なく持続する。過去の真実を明らかにす
ることは永遠の課題であるからである。
これらのモデルは、必ずしも全面的に相互排他的だというわけではな
い。したがって、いずれかのモデルに他方のモデルの要素を浸透させるこ
とによって修正が加えられることもありうる。にもかかわらず、両者は基
本的な発想を大きく異にするモデルである。前者のモデルの支持者は、非
難されるべきではない者を不当に非難にさらす危険を孕んだものとして後
者を批判する。後者のモデルの支持者は、非難されるべき者を“取り逃が
す”ものとして、したがって浄化そのものの事実上の否定と紙一重のもの
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として前者を批判する。両者を隔てる壁はバリケードのように険しく、対
立は激しい感情を掻き立てる。
浄化を行なうか否か、行なうとしたらいかなる浄化モデルを選択すべき
か。
この論争の背後に横たわっているのは、“現在”という時点から見て
“過去”をどのように扱うかをめぐる姿勢の相違である。一方には、“現
在”における過去の残影の量と質（その潜在的な危険性）についての事実
認識の問題があり、また事実認識の形をとった政治的なものから世代的な
ものにまで及ぶ利害の対立がある。他方では、“過去”の現実そのものの
理解の仕方が問われている。「全体主義」と規定される旧体制の支配の柱
として、公安機関による秘密の監視と情報収集のメカニズムが存在した。
ポーランドの「全体主義」は、そのような体制下の日常と折り合いをつけ
つつもそれから距離を置く人びと、さらには異議申立てを行なう少なから
ぬ人びとを抱え込んでいた（とすれば、そのような体制を「全体主義」と規
民主的プロセス擁護=司法モデル 道徳的清算=全面開示モデル
浄化の目的 民主的プロセスの確保
公的生活の公開性、脅迫の排除
過去の真実の開示、道徳的清算
浄化の対象者 比較的限定的な公職従事者 公職従事者に限定されない
浄化の手段 協力の有無についての自己申告と
その真実性の裁判による点検
情報の全面的開示
浄化の効果 協力そのものではなく、虚偽の申
告に対する制裁
協力そのものを根拠とする職務か
らの排除の是認
「協力」の概
念
限定的（秘密性、自覚、実害） 広義
旧国家保安機
関文書の扱い
史料的吟味の必要性 証拠価値に対する第一次な信頼
時間の経過の
意義
時間の経過（民主的プロセスの定
着）とともに浄化の必要性は減少
する
浄化の必要性は時間の経過とはか
かわりない
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定することの妥当性も問われよう）。ジャーナリストのミレヴィチが示唆し
たように、浄化問題とは、何よりも権力との接点をもつ（もたざるをえな
い）そのような人びと（知識人、聖職者、反対派活動家など）の周辺におい
てこそもっともデリケートな形をとって現われるのである。そして、この
ような問題性格をもった浄化＝「過去の清算」という目
・
的
・
を実現するため
に、法治国家を標榜する国家は、権力の行使に正統性を付与すると同時に
権力の行使を統制する、法という両義的な手
・
段
・
をどのように用いるべき
か。これがもうひとつの論点となる。
本稿においては、ポーランドと同様の問題を抱えた他の旧東欧諸国（お
よび旧ソ連諸国）との比較、さらには、異なる歴史的文脈において「過去
の清算」問題に直面した諸国との比較という視野を持つことができなかっ
た。他日を期したい。
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